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1回 ・施設研修　　　　　　 1回
・中学校区生活指導懇談会 ・中学校区生活指導懇談会 ・中学校区生活指導懇談会 ・児童生徒愛護の集い　 1回
　　　　　　　　　　　 3回 　　　　　　　　　　　 3回 　　　　　　　　　　　 3回

　青少年育成市民運動地域推進員の活動を通して、青少年の健全育成や人間形成の基本となる家庭教育の重要性について

成果
啓発し、家族がふれあい、絆の強い明るい家庭づくりを促進した。

　青少年育成市民運動地域推進員の氏名、活動内容等を市民だよりで広報しているが、あまり認知されていない。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 街頭啓発活動（回） 5 5 5 5 5
指標
成果 講演会参加者数（人） 164 174 175 250 250
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 339 321 336 410 合計 335,690 円
報償費 151,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 155,790 円
使用料及び賃借料 28,300 円

一般財源 339 321 336 410

職員人件費　② 2,34

Ｄ

5 2,016 2,00

　

6 2,090

総事業費

　

（①＋②） 2,684

　

2,337 2,342

Ｏ

2,500

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

　

） 0 ３０年度特定財源

∧

名称

３０年度までの累

　

積事業費 0

２年度以降

　

の事業費見込 0

実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 教育文化

基

（

本施策 青少年育成
施策

平

体系
施策の内容 家庭教

成

育の推進

目
　
　
　
的

　

３

青少年育成市民運動の

０

啓発、夜間街頭補導

主

年

た
る
内
容

○青少年育成

度

市民運動地域推進員連

評

絡協議会
への参加、関

価

係行政機関・団体との

）

連携や連 　の開催
絡等

刈

を行い、地域における

谷

青少年健全育成の ○家

市

庭教育啓発講演会の開

事

催
推進を図る。 ○市民

務

運動強調月間等におけ

事

る街頭啓発活動
  の

業

実施
○青少年育成推進

評

員研修会の実施
○夏季

価

特別夜間街頭補導への

シ

参加
○児童生徒愛護の

ー

集いへの参加

位
置
づ
け

ト

関連計画  

根拠法令 刈

（

谷市青少年育成市民運

様

動地域推進員設置要綱

式

対象者 市民 事業期間 ～

１

実施方法 ■直営　□委

）

託　□指定管理　□補

会

助・助成　□その他

計名 担当部 教育部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

般

２８年度実績 ２９年度

会

実績 ３０年度実績 ３１

計

年度計画

・青少年育成

家

推進員連絡協議 ・青少

庭

年育成推進員連絡協議

教

・青少年育成推進員連

育

絡協議 ・青少年育成推

啓

進員連絡協議
　会　　

発

　　　　　　　 3回

指

　会　　　　　　　　

導

　 3回 　会　　　　

事

　　　　　 3回 　会

業

　　　　　　　　　 

担

3回
・家庭教育啓発講

当

演会　 1回 ・家庭教

課

育啓発講演会　 1回

生

・家庭教育啓発講演会

涯

　 1回 ・家庭教育啓

学

発講演会　 1回
・街

習

頭啓発活動　　　　 

課

3回 ・街頭啓発活動　

款

　　　 3回 ・街頭啓

項

発活動　　　　 3回

目

・街頭啓発活動　　　

担

　 3回
・夜間街頭補

当

導　　　　 2回 ・夜

係

間街頭補導　　　　 

青

2回 ・夜間街頭補導　

少

　　　 2回 ・夜間街

年

頭補導　　　　 2回

係

・施設研修　　　　　

1

　 1回 ・施設研修　

0

　　　　　 1回 ・施

6

設研修　　　　　　 



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　子どもを健や

平

かに育てる最初の場で

成

ある家庭の役割の重
・

３

法的業務
高い

要性につ

１

いて啓発を行う必要が

年

ある。
必要性 ・市民ニ

度

ーズ、社会需要
・市民

（

生活上必要である　な

平

ど

　青少年育成市民運

成

動地域推進員を設置し

３

て啓発活動など
・コス

０

トの節減、費用対効果

年

低い
を行っているが、

度

推進員が各地区１名で

評

はできることが限
効率

価

性 ・執行体制の効率性

）

られる。
・手段の最適

刈

性　など

　青少年育成

谷

に関する市民への意識

市

啓発については、市が

事

・市が主体となって実

務

施する
普通

主体となっ

事

て行うことが妥当であ

業

る。
妥当性 　べき事業

評

であるか
・総合計画と

価

の整合性　など

　街頭

シ

啓発や青少年育成強調

ー

月間に講演会を実施す

ト

ること

施策への ・施策

（

への貢献度
普通

により

様

、家庭教育の重要性を

式

周知することができる

２

。
・目標達成度

貢献度

）

・市民サービスへの効

会

果　など

今後の方向性

計

□拡充　□現状維持　

名

■改善・効率化　□縮

担

小　□終期設定　□休

当

止・廃止

　青少年育成

部

市民運動地域推進員が

教

各地区１名では、青少

育

年の健全育成について

部

できることが限られて

一

しまうため、
青少年問

般

題協議会で推進員の存

会

続について検討し、青

計

少年の見守りや啓発活

家

動については、地域全

庭

体で行えるような
体制

教

づくりを検討する。

育啓発指

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

導

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

事

　
評
　
価
　
∨

業
担当課 生涯学習課

款 項 目 担当係 青少年係
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年

域が一体となって

成果

係

ハツラツとした子ども

1

を育む環境づくりを支

0

援することができた。

6

　ＰＲ先の拡充を行っ

5

たが、応募件数が伸びない。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 補助対象採択事業数（事業） 3 5 2 7 7
指標
成果 参加者数（人） 746 785 253 1,050 1,050
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 297 499 200 700 合計 200,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 200,000 円

一般財源 297 499 200 700

職員人件費　② 1,329 853 849 774

総事業費（①＋②） 1,626 1,352 1,049 1,474

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 青少

平

年育成
施策体系

施策の

成

内容 青少年を取り巻く

３

環境の整備

目
　
　
　
的

０

　青少年に自然体験、

年

地域活動、異世代交流

度

主
た
る
内
容

　複数の非

評

営利団体が連携して実

価

施する青少
など多様な

）

機会を提供し、地域社

刈

会を基盤と 年健全育成

谷

に大きな効果が得られ

市

る先駆的な
した青少年

事

健全育成の環境づくり

務

を推進する｡ 事業に対

事

して、1事業100千

業

円を上限として補
助金

評

を交付する。

位
置
づ
け

価

関連計画

根拠法令

対象

シ

者 市民（青少年） 事業

ー

期間 平成１６年度 ～

実

ト

施方法 ■直営　□委託

（

　□指定管理　■補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

教

８年度実績 ２９年度実

育

績 ３０年度実績 ３１年

部

度計画

・採択3事業 ・

一

採択5事業　 ・採択2

般

事業 ・応募7事業
「親

会

子でﾁｬﾚﾝｼﾞ・竹

計

細工と流 「ﾀﾞﾝﾎﾞ

ハ

ｰﾙﾎﾞｰﾄﾚｰｽ」

ツ

（刈谷青 「読-1ｸﾞ

ラ

ﾗﾝﾌﾟﾘ」（刈谷青

ツ

年会
しそうめん」（双

か

葉小PTAおや年会議

り

所等）「親子で！友達

や

議所等）「井ケ谷幼稚

っ

園焼き
じの会等)「第

子

17回小垣江ふれ誘っ

育

て！避難所生活体験」

成

（ 芋ﾊﾟｰﾃｨｰ」（

支

井ケ谷幼稚園ｻﾎﾟ
あ

援

い村｣（小垣江小PT

事

A等）「 双葉小PTA

業

ｸﾗﾌﾞおやじの会等

担

) ｰﾀｰｽﾞ会）
居場

当

所づくりを考える映画

課

上 「第18回小垣江ふ

生

れあい村｣（
映会」（

涯

Film Stayt

学

ion等） 小垣江小P

習

TA等）「上映会を通

課

じた居場所」（Fil

款

m Staytion

項

等）「ｻﾝｷｭｰｽｸ

目

ｰﾙ」（東刈谷小
親父

担

の会等）
　補助金を交

当

付することにより、地

係

域社会を基盤とした多

青

様な活動の機会を提供

少

し、家庭や学校及び地



係

10 6 5

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　青

平

少年の健やかな育成の

成

ために地域団体が自ら

３

企画・運
・法的業務

高

１

い
営する事業に対し補

年

助金を支出することは

度

、有意義かつ継
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

平

要 続的な活動を支援す

成

るために必要である。

３

・市民生活上必要であ

０

る　など

　複数の地域

年

団体が協働で青少年健

度

全育成に関わり、地域

評

・コストの節減、費用

価

対効果
普通

の連携強化

）

に繋がる。
効率性 ・執

刈

行体制の効率性
・手段

谷

の最適性　など

　地域

市

住民及び非営利団体が

事

中心となる活動の活性

務

化にも
・市が主体とな

事

って実施する
普通

なり

業

、市が積極的に支援を

評

することは妥当と思わ

価

れる。
妥当性 　べき事

シ

業であるか
・総合計画

ー

との整合性　など

　青

ト

少年に多様な活動（自

（

然体験、異世代交流等

様

）の機会

施策への ・施

式

策への貢献度
普通

を提

２

供し、家庭、学校、地

）

域が一体となった青少

会

年健全育
・目標達成度

計

成に寄与している。
貢

名

献度 ・市民サービスへ

担

の効果　など

今後の方

当

向性 □拡充　□現状維

部

持　■改善・効率化　

教

□縮小　□終期設定　

育

□休止・廃止

　他の補

部

助金等との整合性を検

一

討しながら、家庭、学

般

校、地域が一体となっ

会

た青少年健全育成活動

計

を支援する必要が
ある

ハ

。

ツラツ

Ｃ
 
　
Ｈ

か

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

り

　
∧
　
評
　
価
　
∨

やっ子育成支援事業
担当課 生涯学習課

款 項 目 担当係 青少年



0

小

・体験活動や地域住

6

民との交流を通して、

5

子どもの社会性を育む機会を提供することができた。

成果
・学年、学級を超えた集団遊び等を通して、子ども同士の関わり方を学ぶことができた。

・学校生活に慣れない子どもたちにも、学校に来る楽しみや元気を与えることができた。

・教室のスペースに限りがあるため、登録者の受入れを工夫する必要がある。

・放課後子ども教室の開設に伴い、コーディネーター等多数の地域の人材が必要となる。
課題

・開設校を増やしたことに伴う事務量増加に対し、実績報告や管理等方法の工夫が必要となる。

・一部体験教室の合同開催について児童クラブと相互理解を深め、連携の強化を図る必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 開設校数（校） 14 14 15 15 15
指標
成果 登録児童数（人） 1,183 1,157 1,266 1,350 1,350
指標

開設状況
他市との 知立市：7校中7校、週5日、安城市：21校中3校、週1日、碧南市：7校中1校、週3日、各市とも小学校の空き
比較検証 教室で開設。高浜市：5校中5校、週5日小学校のグランドで開設（雨天時は体育館）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０

Ｄ

年度

（決算） （決算）

　

（決算） （予算） 事業

　

費内訳

事業費　① 21

　

,796 21,703

Ｏ

24,880 28,0

　

64 合計 24,880

　

,193 円
賃金 3,

∧

262,860 円

財

　

　
源

特定財源 12,6

　

43 12,584 12

実

,480 16,150

　

報償費 19,255,

　

600 円
需用費 53

施

9,570 円

一般財

　

源 9,153 9,11

　

9 12,400 11,

∨

914 役務費 422,289 円
委託料 103,680 円

職員人件費　② 4,845 4,730 4,706 5,418 備品購入費 1,296,194 円

総事業費（①＋②） 26,641 26,433 29,586 33,482

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 放課後子ども教室推進事業費
補助金

２年度以降の事業費見込 0

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 教育文

（

化

基本施策 青少年育成

平

施策体系
施策の内容 青

成

少年の自立支援と社会

３

参加の促進

目
　
　
　
的

０

　学校、家庭、地域が

年

連携して放課後の子ど

度

主
た
る
内
容

　地域の方

評

々の参画を得て、遊び

価

や学習、体
もの安全・

）

安心な居場所を設け、

刈

子どもたち 験活動、地

谷

域住民との交流等の取

市

組を行う放
が地域社会

事

の中で、心豊かで健や

務

かに育まれ 課後子ども

事

教室を開設する。
る環

業

境づくりを推進する。

評

○缶バッジ作り
○クリ

価

スマスグッズ作り
○抹

シ

茶体験
○折り紙遊び
○

ー

英語遊び
○ニュースポ

ト

ーツ
○ダンス
○キッズ

（

ヨガ　など

位
置
づ
け

関

様

連計画 子ども・子育て

式

育成支援事業計画、刈

１

谷市生涯学習推進計画

）

根拠法令 放課後子ども

会

総合プラン推進事業実

計

施要綱、刈谷市放課後

名

子ども教室事業実施要

担

綱

対象者 各小学校に在

当

籍する児童 事業期間 平

部

成２０年度 ～

実施方法

教

■直営　□委託　□指

育

定管理　□補助・助成

部

　□その他

一般会計
放課後子

Ｂ
　
事

ど

　
業
　
実
　
績

２８年度

も

実績 ２９年度実績 ３０

教

年度実績 ３１年度計画

室

【既設校】 【既設校】

推

【既設校】 市内全小学

進

校（15校）で実施
亀

事

城小、小高原小、日高

業

小、 亀城小、小高原小

担

、日高小、 亀城小、小

当

高原小、日高小、
衣浦

課

小、住吉小、平成小、

生

富 衣浦小、住吉小、か

涯

りがね小､衣浦小、住

学

吉小、かりがね小､
士

習

松南小、富士松北小、

課

富士 平成小、富士松南

款

小、富士松 平成小、富

項

士松南小、富士松
松東

目

小、小垣江小、双葉小

担

、 北小、富士松東小、

当

小垣江小､北小、富士

係

松東小、小垣江小､
東

青

刈谷小、朝日小 双葉小

少

、東刈谷小、朝日小 双

年

葉小、東刈谷小、朝日

係

小
【新設校】 【新設校

1

】
かりがね小 小垣江東
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　児童が心

平

豊かで健やかに育まれ

成

る環境整備推進のため

３

、
・法的業務

高い
遊び

１

、学び、体験、地域の

年

方々と交流する場とし

度

て、放課
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 後の

平

安全・安心な居場所づ

成

くりは必要である。
・

３

市民生活上必要である

０

　など

　既存の学校施

年

設を利用すること、ま

度

た、地域の方々をス
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
普通

タッフとして

）

活用することにより、

刈

効率的な事業の推進を

谷

効率性 ・執行体制の効

市

率性 図ることができる

事

。
・手段の最適性　な

務

ど

　本事業を実施する

事

にあたっては学校関係

業

者との連携、協
・市が

評

主体となって実施する

価

普通
力は必要であり、

シ

行政が主体となって積

ー

極的に関与するこ
妥当

ト

性 　べき事業であるか

（

とが妥当である。
・総

様

合計画との整合性　な

式

ど

　本事業に参加する

２

ことにより、児童は日

）

常的に交流する

施策へ

会

の ・施策への貢献度
高

計

い
ことが少ない異年齢

名

の子どもたちや地域の

担

方々と接する機
・目標

当

達成度 会ができ、本施

部

策の青少年育成に寄与

教

している。
貢献度 ・市

育

民サービスへの効果　

部

など

今後の方向性 ■拡

一

充　□現状維持　□改

般

善・効率化　□縮小　

会

□終期設定　□休止・

計

廃止

　30年度9月に

放

小垣江東小において新

課

設し、市内全小学校で

後

の開設が完了した。既

子

設校についても、開設

ど

場所の確保や
スタッフ

も

の養成を継続的に行い

教

、円滑な運営維持に努

室

める。放課後児童クラ

推

ブとの総合プランにお

進

いては、一体型の
開催

事

等の検討事項を勘案し

業

、事業の推進を図る。

担当課 生

Ｃ
 
　
Ｈ
 

涯

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

学

∧
　
評
　
価
　
∨

習課

款 項 目 担当係 青少年係

10



0

交流を深める中で、中

6

高生が気軽に立寄るこ

5

とができる居場所づくりができた。学習支

成果
援を併設し、利用目的を増やしたことにより、利用の活性化を図ることができた。

　中高生の自主性や社会性を育む自主活動につながるイベント等の仕掛けが必要である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 延べ利用者数（人） 568 763 1,404 1,200 1,200
指標
成果 中高生が関わったイベントの回数 3 9 13 15 15
指標 （回）

　碧南市、高浜市が類似の事業を実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,920 1,969 2,043 2,485 合計 2,043,479 円
委託料 2,043,479 円

財
　
源

特定財源 0 114 220 470

一般財源 1,920 1,855 1,823 2,015

職員人件費　② 2,501 2,171 2,160 1,935

総事業費（①＋②） 4,421 4,140 4,203 4,420

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 地域未来塾等学校支援活動事
業費補助金

２年度以降の事業

Ｄ

費見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 教育文

（

化

基本施策 青少年育成

平

施策体系
施策の内容 青

成

少年の自立支援と社会

３

参加の促進

目
　
　
　
的

０

　中高生が放課後等に

年

気軽に集まることがで

度

主
た
る
内
容

　放課後に

評

気軽に立ち寄り、学習

価

や交流がで
きる居場所

）

を提供する。また、中

刈

高生自らイ きる中高生

谷

のための居場所を提供

市

し、声かけ
ベントの企

事

画運営に携わることが

務

できる機会 や悩み等の

事

相談対応、自主的な活

業

動への支援
を提供する

評

ことにより、中高生の

価

自立を支援 を行う。大

シ

学生をピアカウンセラ

ー

ー（仲間と
する。 して

ト

相談に応じる人）や学

（

習支援を行うスタ
ッフ

様

として配置する。
○場

式

所　　総合文化センタ

１

ー内談話コーナー
○開

）

催日　毎週火・木曜日

会

　16時～21時

位
置

計

づ
け

関連計画 刈谷市子

名

ども・子育て支援事業

担

計画

根拠法令 子ども・

当

若者育成支援推進法

対

部

象者 市内在住または在

教

学の中高生 事業期間 平

育

成２２年度 ～

実施方法

部

□直営　■委託　□指

一

定管理　□補助・助成

般

　□その他

会計
中高生の居場

Ｂ
　
事

所

　
業
　
実
　
績

２８年度

づ

実績 ２９年度実績 ３０

く

年度実績 ３１年度計画

り

・利用者数　 延べ5

事

68人 ・利用者数　　

業

   延べ763人 ・

担

利用者数　 　延べ1

当

,404人 ・利用者数

課

　　延べ1,200人

生

・実施したイベント ・

涯

実施したイベント ・実

学

施したイベント
　「苦

習

手な英語がちょっと好

課

　「多目的ホール開放

款

」始め 　「多目的ホ

項

ール開放」始め 
　き

目

になる講座」始め9事

担

業 　5事業 　3事業
　

当

イベント参加者数   

係

参加者数　　   延

青

べ 87人   参加者

少

数　　    延べ8

年

6人
　　　　　　 延

係

べ 51人

　仲間同士

1

や大学生スタッフとの



6 5

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地域での

平

コミュニケーションの

成

欠如、若者の自立の遅

３

れ
・法的業務

高い
等、

１

社会環境が変化する中

年

、中高生が気軽に立寄

度

り社会参
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 加で

平

きる場所が必要である

成

。
・市民生活上必要で

３

ある　など

　大学生を

０

ピアカウンセラーとし

年

て養成し、大学生自身

度

の
・コストの節減、費

評

用対効果
普通

意識、能

価

力向上に繋げ、またそ

）

の大学生をスタッフと

刈

して
効率性 ・執行体制

谷

の効率性 配置すること

市

で事業の効果が期待で

事

きる。
・手段の最適性

務

　など

　中高生が放課

事

後等に気軽に立ち寄る

業

なかで交流を深め、
・

評

市が主体となって実施

価

する
普通

悩み事を安心

シ

して相談できる環境づ

ー

くりが必要であるため

ト

妥当性 　べき事業であ

（

るか 公共施設内に開設

様

し市が関与する事が妥

式

当である。
・総合計画

２

との整合性　など

　安

）

心して過ごせる居場所

会

を設け、同世代の仲間

計

との交流

施策への ・施

名

策への貢献度
高い

や悩

担

みの相談等を行うこと

当

で、中高生の自立を支

部

援するこ
・目標達成度

教

とができる。
貢献度 ・

育

市民サービスへの効果

部

　など

今後の方向性 □

一

拡充　□現状維持　■

般

改善・効率化　□縮小

会

　□終期設定　□休止

計

・廃止

　引き続き、中

中

高生が放課後に気軽に

高

立寄ることのできる居

生

場所を提供するととも

の

に、ボランティア活動

居

や地域活動
など中高生

場

の社会参加を支援する

所

。また、ピアカウンセ

づ

ラーもしくは学習支援

く

員としての大学生スタ

り

ッフの確保に努
める。

事

引き続き、学習支援を

業

実施し、利用の活性化

担

を図りたい。

当課 生涯

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

学

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

習

価
　
∨

課

款 項 目 担当係 青少年係

10



講座311人受講・刈谷まなびの広場 ・刈谷まなびの広場 ・刈谷まなびの広場　12講座
　　　　　 　9講座201人受講　　　　　　14講座215人受講

　

　大学連携講座においては、大学教授等による専門的な講座を実施することにより、市民の学習意欲の向上及び学習活動

成果
の活性化を図ることができた。

　また、生涯学習イベント「刈谷まなびの広場」については、子どもから大人までの幅広い世代を対象に行い、学習活動

へ取り組むきっかけを提供することができた。

　大学連携講座においては、実施する講座が単発講座になると目標値の達成が困難となる。講座の実施については大学の

協力を得る必要があるため、大学との連絡調整を通じて引き続き一定の講座数を確保する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 市民講座の年間受講者数（人） 574 633 615 640 640
指標
成果 大学連携講座の年間受講者数（人） 167 244 235 300 350
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費

Ｄ

　① 11,762 12

　

,014 12,167

　

13,132 合計 12

　

,167,120 円

Ｏ

役務費 23,598 

　

円

財
　
源

特定財源 36

　

40 43 297 委託料

∧

11,874,000

　

 円
使用料及び賃借料

　

226,022 円

一

実

般財源 11,726 1

　

1,974 12,12

　

4 12,835 負担金

施

、補助及び
交付金 43

　

,500 円

職員人件

　

費　② 6,018 4,

∨

808 3,819 2,864

総事業費（①＋②） 17,780 16,822 15,986 15,996

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 講座受講料

２年度以降の事業費見込 0

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

（

施策 生涯学習
施策体系

平

施策の内容 学習機会の

成

充実

目
　
　
　
的

　中央

３

生涯学習センターにお

０

いて、大学連携

主
た
る

年

内
容

　市民講座及び大

度

学連携講座を開催する

評

。　
講座を始めとする

価

各種市民向け講座及び

）

イベ 　講座や作品展示

刈

など、親子や一般を対

谷

象と
ントを行い、市民

市

の学習意欲の向上や学

事

習活 した無料の生涯学

務

習イベント「刈谷まな

事

びの
動への参加促進を

業

図る。 広場」を年に1

評

回開催する。

位
置
づ
け

価

関連計画 刈谷市生涯学

シ

習推進計画

根拠法令

対

ー

象者 市内在住・在勤ま

ト

たは在学の人 事業期間

（

～

実施方法 □直営　■

様

委託　■指定管理　□

式

補助・助成　■その他

１）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

育

績

２８年度実績 ２９年

部

度実績 ３０年度実績 ３

一

１年度計画

・市民講座

般

　32講座574人受

会

講・市民講座　32講

計

座633人受講・市民

市

講座  32講座61

民

5人受講・市民講座 

講

 　　　　32講座
・

座

大学連携講座 ・大学連

開

携講座 ・大学連携講座

設

・大学連携講座
愛知教

等

育大学 4講座 73

事

人受講愛知教育大学 

業

4講座112人受講愛

担

知教育大学  4講座

当

89人受講愛知教育大

課

学  　　　 4講座

生

名城大学     2

涯

講座 61人受講名城

学

大学　　 2講座 8

習

9人受講名城大学  

課

　　2講座80人受講

款

名城大学  　　　　

項

 　2講座
至学館大学

目

   1講座 33人

担

受講至学館大学　 1

当

講座 31人受講至学

係

館大学　　1講座30

推

人受講至学館大学　　

進

　　 　1講座
・刈谷

係

まなびの広場 愛知工業

1

大学 1講座 12人

0

受講愛知工業大学　1

6

講座36人受講愛知工

1

業大学　　　　 1講

3

座
  　　　　　16



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民の生涯学習

平

活動に対し、学習機会

成

の提供及び活動の
・法

３

的業務
高い

支援をして

１

おり必要性の高い事業

年

である。
必要性 ・市民

度

ニーズ、社会需要
・市

（

民生活上必要である　

平

など

　各種講座、生涯

成

学習イベントの開催に

３

より市民への多様
・コ

０

ストの節減、費用対効

年

果
普通

な学習プログラ

度

ムの提供、学習意欲の

評

一層の向上や参加促
効

価

率性 ・執行体制の効率

）

性 進を効率的に行って

刈

いる。
・手段の最適性

谷

　など

　時代の変化に

市

対応したプログラムの

事

提供、生涯学習イベ
・

務

市が主体となって実施

事

する
高い

ントの開催な

業

ど市民の生涯学習活動

評

を支援するために、市

価

妥当性 　べき事業であ

シ

るか の関与は必要であ

ー

る。
・総合計画との整

ト

合性　など

　各種講座

（

及び生涯学習イベント

様

を実施することで、市

式

民

施策への ・施策への

２

貢献度
普通

の学習意欲

）

の向上及び学習活動へ

会

の参加の促進に寄与し

計

て
・目標達成度 いる。

名

貢献度 ・市民サービス

担

への効果　など

今後の

当

方向性 □拡充　■現状

部

維持　□改善・効率化

教

　□縮小　□終期設定

育

　□休止・廃止

　引き

部

続き中央生涯学習セン

一

ターにおいて大学連携

般

講座をはじめとする各

会

種講座及び生涯学習イ

計

ベントを行うことで､

市

市民の学習意欲の向上

民

を図るとともに学習活

講

動への参加を促進して

座

いく。

開設等

Ｃ
 

事

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

業

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

担当課 生涯学習課

款 項 目 担当係 推進係

10 6 13



0

２９年度 ３０年度 ３１

6

年度 ３年度

成果 生涯学

1

習を推進する市民館の施設数 22 22 22 22 23
指標 （施設）
成果 各種施設が整い、学習活動などに取り組みやすいと 77.8 ― 77.0 77.0 78.0
指標 思う市民の割合（％）

　類似事例なし
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 15,790 120,451 217,900 合計 120,451,384 円
需用費 60,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 815,184 円
公有財産購入費 99,330,000 円

一般財源 0 15,790 120,451 217,900 補償、補填及び賠
償金 20,246,000 円

職員人件費　② 0 2,753 2,006 1,625

総事業費（①＋②） 0 18,543 122,457 219,525

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 405,391,193 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 187,491,193

２年度以降の事業費見込 217,682,100

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 教育文

（

化

基本施策 生涯学習
施

平

策体系
施策の内容 学習

成

機会の充実

目
　
　
　
的

３

　野田地区に市民館を

０

整備することにより、

年

主
た
る
内
容

○市民館の

度

用地取得
市民館を拠点

評

とした地域住民のコミ

価

ュニティ ○市民館の建

）

設
活動及び生涯学習の

刈

活性化を推進する。 　

谷

　構造：鉄筋コンクリ

市

ート造2階建て
　　規

事

模：延床面積　436

務

.95㎡

位
置
づ
け

関連

事

計画 刈谷市生涯学習推

業

進計画

根拠法令 刈谷市

評

コミュニティ施設条例

価

、刈谷市市民館施設整

シ

備要綱

対象者 市民（野

ー

田地区） 事業期間 平成

ト

２９年度 ～ 平成３１年

（

度

実施方法 ■直営　■

様

委託　□指定管理　□

式

補助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

育

績

２８年度実績 ２９年

部

度実績 ３０年度実績 ３

一

１年度計画

　 ・実施設

般

計 ・用地取得　1,1

会

00.01㎡ ・市民館

計

の建設
　 ・物件移転補

（

償の積算 ・物件移転補

仮

償 ・市民館備品等の整

称

備
　 ・事業認定申請図

）

書の作成
　 ・事業説明

野

会の開催
　　　―――

田

――――

　関係機関等

市

との調整に難航したが

民

、市民館建設用地を無

館

事に取得することがで

整

きた。

成果
事業認定手

備

続きの一環として野田

事

地区にて説明会を開催

業

し、地域住民に周知す

担

ることができ、市民館

当

建設が望まれている

こ

課

とが確認できた。野田

生

市民館建設準備委員会

涯

と密に連絡を取り、実

学

施設計等を行い、市民

習

館建設へ向け、着実に

課

事業を

進めることがで

款

きた。

　関係機関等と

項

の調整に難航したため

目

、用地取得が若干遅れ

担

たものの、予定通り市

当

民館の建設工事に着手

係

できる見込みで

あり、

施

着実に建設事業を進め

設

、事業を完了させる。

係

課題

指標名称（単位）

1

実績値 目標値

２８年度



6 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　刈谷市市

平

民館建設整備協議会答

成

申に基づき、一地区に

３

一
・法的業務

高い
市民

１

館を整備してきた経緯

年

、平成27年野田地区

度

分割を契機
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要 に

平

提出された野田地区か

成

らの市民館建設の要望

３

書等により
・市民生活

０

上必要である　など 、

年

野田地区のコミュニテ

度

ィ活動の拠点施設に関

評

する市民ニ
ーズは高い

価

と判断できる。
　刈谷

）

市市民館施設整備要綱

刈

に基づき、地区世帯数

谷

からそ
・コストの節減

市

、費用対効果
普通

の規

事

模を設定し、適正な規

務

模での整備を推進して

事

いる。
効率性 ・執行体

業

制の効率性
・手段の最

評

適性　など

　市民館は

価

、日常生活圏における

シ

生涯学習を効果的に推

ー

進
・市が主体となって

ト

実施する
普通

するため

（

、市が設置して地区が

様

管理運営する地区本位

式

のコ
妥当性 　べき事業

２

であるか ミュニティ活

）

動拠点であり、これま

会

での効果的な施策の推

計

・総合計画との整合性

名

　など 進及び良好な管

担

理運営実績から市主体

当

で整備すべき事業で
あ

部

る。
　野田地区に市民

教

館を整備することで、

育

講座や教室など地

施策

部

への ・施策への貢献度

一

高い
域のコミュニティ

般

活動を実施する場が創

会

出され、学習機会
・目

計

標達成度 の充実、生涯

（

学習の推進、住みやす

仮

さなどの市民満足度の

称

貢献度 ・市民サービス

）

への効果　など 向上へ

野

の寄与が期待できる。

田

今後の方向性 □拡充　

市

□現状維持　□改善・

民

効率化　□縮小　■終

館

期設定　□休止・廃止

整

　平成３１年度に建設

備

し、事業完了予定。
　

事

建設後は、野田地区の

業

コミュニティ活動の拠

担

点として、地区住民の

当

利用に供するとともに

課

野田地区が管理運営す

生

る
野田地区本位の活動

涯

施設として管理運営を

学

行っていく。

習課

款 項

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

目

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

担

価
　
∨

当係 施設係

10



していけるように工夫

する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 講座の年間受講者数（人） ― ― 738 750 800
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 23,988 24,253 合計 23,988,192 円
委託料 22,967,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 1,371 1,497 使用料及び賃借料
1,020,592 円

一般財源 0 0 22,617 22,756

職員人件費　② 0 0 4,398 2,864

総事業費（①＋②） 0 0 28,386 27,117

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 講座受講料

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 教育文化

基本施

（

策 生涯学習
施策体系

施

平

策の内容 学習機会の充

成

実

目
　
　
　
的

　南部生

３

涯学習センターと北部

０

生涯学習セン

主
た
る
内

年

容

○市民講座の開催
タ

度

ーにおいて、各種市民

評

向け講座を行い、市 　

価

・連続講座
民の学習意

）

欲の向上や学習活動へ

刈

の参加促進 　・1DA

谷

Y講座
を図る。

位
置
づ

市

け

関連計画 生涯学習推

事

進計画

根拠法令

対象者

務

市内在住・在勤または

事

在学の人 事業期間 ～

実

業

施方法 □直営　■委託

評

　□指定管理　□補助

価

・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

計

８年度実績 ２９年度実

名

績 ３０年度実績 ３１年

担

度計画

　 　 ・南部生涯

当

学習センター市民 ・南

部

部生涯学習センター市

教

民
　 　 　講座　　 1

育

7講座251人受講 　

部

講座　　　　　　　1

一

6講座
　 　 ・北部生涯

般

学習センター市民 ・北

会

部生涯学習センター市

計

民
　 　 　講座　　 2

市

4講座294人受講 　

民

講座　　　　　　　2

講

4講座
　　　――――

座

――― 　　　――――

開

――― ・南部生涯学習

設

センター1DAY ・南

等

部生涯学習センター1

事

DAY
　講座　　　6

業

講座105人受講 　講

担

座　　　　　　　 6

当

講座
・北部生涯学習セ

課

ンター1DAY ・北部

生

生涯学習センター1D

涯

AY
　講座　　　 6

学

講座88人受講 　講座

習

　　　　　　　 6講

課

座

　市民講座において

款

、今まで実施したこと

項

のないジャンルの講座

目

を積極的に企画・実施

担

することができた。

成

当

果
　また、市民講師企

係

画講座で講師を経験し

推

、引き続き市民講座の

進

講師を務めたい市民の

係

活躍の場を提供するこ

1

とができた

。

　市民講

0

座のうち、定員に達し

6

ない講座がいくつかあ

1

った。市民が受講したいと思える講座を企画



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民の生涯学習活

平

動に対し、学習機会の

成

提供及び活動の
・法的

３

業務
高い

支援をしてお

１

り必要性の高い事業で

年

ある。
必要性 ・市民ニ

度

ーズ、社会需要
・市民

（

生活上必要である　な

平

ど

　各種講座の開催に

成

より市民への多様な学

３

習プログラムの
・コス

０

トの節減、費用対効果

年

普通
提供、学習意欲の

度

一層の向上や参加促進

評

を効率的に行って
効率

価

性 ・執行体制の効率性

）

いる。
・手段の最適性

刈

　など

　時代の変化に

谷

対応したプログラムの

市

提供など市民の生涯
・

事

市が主体となって実施

務

する
高い

学習活動を支

事

援するために、市の関

業

与は必要である。
妥当

評

性 　べき事業であるか

価

・総合計画との整合性

シ

　など

　各種講座を実

ー

施することで、市民の

ト

学習意欲の向上及び

施

（

策への ・施策への貢献

様

度
普通

学習活動への参

式

加の促進に寄与してい

２

る。
・目標達成度

貢献

）

度 ・市民サービスへの

会

効果　など

今後の方向

計

性 □拡充　■現状維持

名

　□改善・効率化　□

担

縮小　□終期設定　□

当

休止・廃止

　引き続き

部

北部及び南部生涯学習

教

センターにおいて各種

育

講座を行うことで､市

部

民の学習意欲の向上を

一

図るとともに学習
活動

般

への参加を促進してい

会

く。

計
市民

Ｃ
 
　

講

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

座

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

開設等事業
担当課 生涯学習課

款 項 目 担当係 推進係

10 6 1



設

期に予防保全を実施し

係

、長寿命化を図る必要

1

課題
がある。

指標名称

0

（単位）
実績値 目標値

6

２８年度 ２９年度 ３０

1

年度 ３１年度 ３年度

成

2

果 北部生涯学習センター稼働率（％） 30.7 33.0 32.9 34.0 35.0
指標
成果 北部生涯学習センター利用者数（人） 67,224 74,584 74,901 75,000 76,000
指標

　知立市文化会館　花しょうぶホール　293席
他市との 　安城市アンフォーレ　ホール　255席
比較検証 　碧南市芸術文化ホール　エメラルドホール　452席

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,280 10,020 21,653 14,700 合計 21,652,920 円
需用費 6,210,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 15,442,920 円

一般財源 17,280 10,020 21,653 14,700

職員人件費　② 1,368 2,443 1,350 1,355

総事業費（①＋②） 18,648 12,463 23,003 16,055

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

１

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 生

平

涯学習
施策体系

施策の

成

内容 生涯学習施設の利

３

用促進

目
　
　
　
的

　北

０

部生涯学習センターの

年

施設又は設備の老

主
た

度

る
内
容

○施設又は設備

評

の改修工事
朽化に伴う

価

改修等を行うことで、

）

安全で快適 ○施設又は

刈

設備の修繕
な施設を維

谷

持する。

位
置
づ
け

関連

市

計画 刈谷市生涯学習推

事

進計画

根拠法令 刈谷市

務

生涯学習センター条例

事

、刈谷市生涯学習セン

業

ター条例施行規則

対象

評

者 対象者を限定せず 事

価

業期間 ～

実施方法 ■直

シ

営　■委託　□指定管

ー

理　□補助・助成　□

ト

その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業

担

　
実
　
績

２８年度実績

当

２９年度実績 ３０年度

部

実績 ３１年度計画

・メ

教

インホール舞台機構改

育

修 ・研修室棟2階排煙

部

窓防水工事・メインホ

一

ール舞台音響設備 ・メ

般

インホール舞台音響設

会

備
　（制御盤、操作盤

計

） ・メインホール照明

北

器具取替 　制御機器改

部

修工事 　改修工事（調

生

整ミキサー卓
・メイン

涯

ホール照明器具取替 　

学

（ホリゾントライト）

習

・防火シャッター危害

セ

防止装 　等）
　（スポ

ン

ットライト） ・多目的

タ

ホールスクリーン取 　

ー

置取付 ・防犯カメラ設

施

置
　替 ・研修室棟他屋

設

上防水工事 ・非常用蓄

改

電池触媒栓取替
・体育

修

室前トイレ換気扇取替

事

・メインホール舞台機

業

構修繕
　（ワイヤーロ

担

ープ）
・浄化槽設備修

当

繕

　老朽化した施設又

課

は設備を改修し、施設

生

を良好な状態に保ち、

涯

安全で快適な施設を維

学

持することができた。

習

成果

　県が平成2年に

課

開館した施設（愛知県

款

勤労福祉会館）の譲渡

項

を受け、市が生涯学習

目

センターとして転用利

担

用している施

設である

当

ため、施設又は設備の

係

老朽化により不具合が

施

生じている。適切な時



係

10 6 12

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

平

第３次刈谷市生涯学習

成

推進計画に「交流圏の

３

拠点施設」
・法的業務

１

高い
と位置付けられて

年

いる施設であり、老朽

度

化に伴う改修等を
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

平

需要 行うことは、施設

成

を安全で快適に利用し

３

ていただく上での
・市

０

民生活上必要である　

年

など 必要性は高い。

　

度

公共施設維持保全計画

評

に基づき、施設又は設

価

備の改修を
・コストの

）

節減、費用対効果
普通

刈

計画的に実施し、予防

谷

保全の考えから施設の

市

長寿命化を図
効率性 ・

事

執行体制の効率性 るこ

務

とで、コストの節減に

事

効果を発揮している。

業

・手段の最適性　など

評

　生涯学習施設の維持

価

管理に必要な改修等は

シ

、施設所有者
・市が主

ー

体となって実施する
高

ト

い
である市が負担する

（

ものであり、安全で快

様

適な利用が可能
妥当性

式

　べき事業であるか な

２

状態を維持することで

）

、施設の利用促進及び

会

生涯学習の
・総合計画

計

との整合性　など 推進

名

に寄与する。

　老朽化

担

又は破損した施設又は

当

設備の改修等を行うこ

部

とで

施策への ・施策へ

教

の貢献度
普通

、施設を

育

安全で快適な利用が可

部

能な状態を維持し、施

一

設の
・目標達成度 稼働

般

率及び利用者満足度の

会

維持又は向上に寄与す

計

るなど市
貢献度 ・市民

北

サービスへの効果　な

部

ど 民サービスへの効果

生

が期待できる。

今後の

涯

方向性 □拡充　■現状

学

維持　□改善・効率化

習

　□縮小　□終期設定

セ

　□休止・廃止

　公共

ン

施設維持保全計画に基

タ

づき、今後も計画的に

ー

施設又は設備の改修等

施

を実施していく。
　ま

設

た、日頃から指定管理

改

者との連携を密にして

修

施設の状況の把握に努

事

めるとともに、施設の

業

運営に支障をきたす破

担

損等が発生した場合は

当

緊急的に対応するなど

課

最善の対応が行えるよ

生

うに努め、施設の稼働

涯

率及び利用者満足度の

学

維持
又は向上に努める

習

。

課

款 項

Ｃ
 
　
Ｈ

目

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

担

　
∧
　
評
　
価
　
∨

当係 施設



設

.5 42.9 41.5

係

42.0 43.0
指標

1

成果 南部生涯学習セン

0

ター利用者数（人） 4

6

7,023 47,37

1

0 45,695 47,

2

000 48,000
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 9,259 23,711 11,450 合計 23,711,400 円
需用費 5,092,906 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 18,618,494 円

一般財源 0 9,259 23,711 11,450

職員人件費　② 0 2,210 964 1,355

総事業費（①＋②） 0 11,469 24,675 12,805

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

１

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 生

平

涯学習
施策体系

施策の

成

内容 生涯学習施設の利

３

用促進

目
　
　
　
的

　南

０

部生涯学習センターの

年

施設又は設備の老

主
た

度

る
内
容

〇施設又は設備

評

の改修工事
朽化に伴う

価

改修等を行うことで、

）

安全で快適 ○施設又は

刈

設備の修繕 
な施設を

谷

維持する。

位
置
づ
け

関

市

連計画 刈谷市生涯学習

事

推進計画

根拠法令 刈谷

務

市生涯学習センター条

事

例、刈谷市生涯学習セ

業

ンター条例施行規則

対

評

象者 対象者を限定せず

価

事業期間 ～

実施方法 ■

シ

直営　■委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

２８年度実

当

績 ２９年度実績 ３０年

部

度実績 ３１年度計画

　

教

・加藤与五郎展示室・

育

収蔵庫 ・空調機（10

部

台）取替 ・空調機（8

一

台）取替
　 　展示用資

般

料製作 ・立体駐車場移

会

動式粉末消火 ・電話交

計

換設備取替
　 ・加藤与

南

五郎展示室改装工事 　

部

設備取替 ・シャワー便

生

座設置
　 ・加藤与五郎

涯

展示室調光型照 ・照明

学

制御盤更新 ・防犯カメ

習

ラ増設
　　　――――

セ

――― 　明器具等取替

ン

工事 ・冷却水冷温水ポ

タ

ンプ軸受取
・デッキテ

ー

ラス修繕 　替
・地下機

施

械室煤煙濃度計取替 ・

設

冷却塔修繕
・多目的ホ

改

ール壁有孔ボード ・自

修

家発電設備蓄電池取替

事

　張替 ・防犯カメラシ

業

ステム修繕
・エントラ

担

ンスホール修繕
　老朽

当

化した施設又は設備を

課

補修し、施設を良好な

生

状態に保ち、安全で快

涯

適な施設を維持するこ

学

とができた。

成果

　施

習

設又は設備の老朽化に

課

伴い、計画的かつ適切

款

に改修を行っていく必

項

要がある。

課題

指標名

目

称（単位）
実績値 目標

担

値

２８年度 ２９年度 ３

当

０年度 ３１年度 ３年度

係

成果 南部生涯学習セン

施

ター稼働率（％） 41



係
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

平

第３次刈谷市生涯学習

成

推進計画に「交流圏の

３

拠点施設」
・法的業務

１

高い
と位置付けられて

年

いる施設であり、老朽

度

化に伴う改修等を
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

平

需要 行うことは、施設

成

を安全で快適に利用し

３

ていただく上での
・市

０

民生活上必要である　

年

など 必要性は高い。

　

度

公共施設維持保全計画

評

に基づき、施設又は設

価

備の改修を
・コストの

）

節減、費用対効果
普通

刈

計画的に実施し、予防

谷

保全の考えから施設の

市

長寿命化を図
効率性 ・

事

執行体制の効率性 るこ

務

とで、コストの節減に

事

効果を発揮している。

業

・手段の最適性　など

評

　生涯学習施設の維持

価

管理に必要な改修等は

シ

、施設所有者
・市が主

ー

体となって実施する
高

ト

い
である市が負担する

（

ものであり、安全で快

様

適な利用が可能
妥当性

式

　べき事業であるか な

２

状態を維持することで

）

、施設の利用促進及び

会

生涯学習の
・総合計画

計

との整合性　など 推進

名

に寄与する。

　老朽化

担

又は破損した施設又は

当

設備の改修等を行うこ

部

とで

施策への ・施策へ

教

の貢献度
普通

、施設を

育

安全で快適な利用が可

部

能な状態を維持し、施

一

設の
・目標達成度 稼働

般

率及び利用者満足度の

会

維持又は向上に寄与す

計

るなど市
貢献度 ・市民

南

サービスへの効果　な

部

ど 民サービスへの効果

生

が期待できる。

今後の

涯

方向性 □拡充　■現状

学

維持　□改善・効率化

習

　□縮小　□終期設定

セ

　□休止・廃止

　公共

ン

施設維持保全計画に基

タ

づき、今後も計画的に

ー

施設又は設備の改修等

施

を実施していく。
　ま

設

た、日頃から指定管理

改

者との連携を密にして

修

施設の状況の把握に努

事

めるとともに、施設の

業

運営に支障をきたす破

担

損等が発生した場合は

当

緊急的に対応するなど

課

最善の対応が行えるよ

生

うに努め、施設の稼働

涯

率及び利用者満足度の

学

維持
又は向上に努める

習

。

課

款 項

Ｃ
 
　
Ｈ

目

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

担

　
∧
　
評
　
価
　
∨

当係 施設



6

０年度 ３１年度 ３年度

1

成果 年間客室稼働率（

1

％） 82.3 81.0 80.0 80.0 80.0
指標
活動 宿泊客数（人） 12,446 12,280 11,885 12,000 12,000
指標

　尾張旭市「尾張あさひ苑（阿智村）」継続運営
他市との 　豊田市「リゾート安曇野」H31.3.31廃止済
比較検証 　岡崎市「桑谷山荘」H23.12.31廃止済、碧南市「車山みどり山荘」H23.3.30廃止済

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 3,715 35,000 合計 3,715,200 円
委託料 3,715,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 3,715 35,000

職員人件費　② 0 0 1,196 1,238

総事業費（①＋②） 0 0 4,911 36,238

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 教育文

（

化

基本施策 生涯学習
施

平

策体系
施策の内容 生涯

成

学習施設の利用促進

目

３

　
　
　
的

　平成10年

０

のオープンから20年

年

を経過し、老

主
た
る
内

度

容

○建物及び設備の劣

評

化状況調査
朽化した設

価

備等を更新するととも

）

に、近年の ○基本・実

刈

施設計
トレンドや利用

谷

者ニーズを的確に捉え

市

たリニ ○大規模改造工

事

事
ューアルを実施し、

務

施設の利用環境の向上

事

と 　構造：鉄筋コンク

業

リート造
市民の福祉の

評

増進を図る｡ 　　　　

価

地下1階、地上3階建

シ

て
　敷地面積：34,

ー

310㎡
　延床面積：

ト

3,745㎡

位
置
づ
け

（

関連計画

根拠法令 刈谷

様

市民休暇村条例、刈谷

式

市民休暇村条例施行規

１

則

対象者 市民 事業期間

）

平成３０年度 ～ 令和３

会

年度

実施方法 ■直営　

計

■委託　□指定管理　

名

□補助・助成　□その

担

他

当部 教育部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

２８年度実績 ２９

市

年度実績 ３０年度実績

民

３１年度計画

　 　 ・建

休

物及び設備の劣化状況

暇

調 ・実施設計
　 　 　査

村

　 　 ・リニューアル計

大

画の作成
　 　
　　　―

規

―――――― 　　　―

模

――――――

　現状の

改

施設及び設備に関して

造

劣化状況調査を行い、

事

今後20年施設を維持

業

するための改修計画を

担

作成するとともに、高

当

い

成果
稼働率を維持し

課

ていくためのさらなる

生

魅力アップを検討し、

涯

リニューアル計画を作

学

成することができた。

習

　作成したリニューア

課

ル計画をもとに費用対

款

効果を考慮しながら、

項

必要最小限の経費で最

目

大限の魅力アップを図

担

ることが

できる実施設

当

計を行うとともに、リ

係

ニューアル後の魅力的

施

な管理運営を行うため

設

の検討を行っていく必

係

要がある。
課題

指標名

1

称（単位）
実績値 目標

0

値

２８年度 ２９年度 ３



11

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　開館から

平

２０年経過した現在で

成

も８０％を超える高い

３

稼
・法的業務

高い
働率

１

を誇る人気施設である

年

こと、また近年の働き

度

方改革な
必要性 ・市民

（

ニーズ、社会需要 どの

平

社会情勢からも市民の

成

余暇の活用を図る目的

３

で設置さ
・市民生活上

０

必要である　など れた

年

市民休暇村の果たす役

度

割は大きいことから、

評

その必要
性は高いと判

価

断できる。
　公共施設

）

維持保全計画に基づき

刈

、開館２０年を経過し

谷

た
・コストの節減、費

市

用対効果
普通

施設又は

事

設備を計画的に改修し

務

、施設の長寿命化を図

事

るた
効率性 ・執行体制

業

の効率性 めの予防保全

評

を実施するとともに、

価

高い稼働率を維持する

シ

・手段の最適性　など

ー

ための魅力アップ改修

ト

を同時に実施し、効率

（

的な投資を実
施する。

様

　宿泊業は民間では成

式

熟した産業であるため

２

、市が実施す
・市が主

）

体となって実施する
普

会

通
る必要性は必ずしも

計

高くないが、市が実施

名

することで市民
妥当性

担

　べき事業であるか 限

当

定の特別な宿泊施設と

部

して、高い稼働率に裏

教

付けられる
・総合計画

育

との整合性　など 高い

部

市民ニーズに応えるこ

一

とができる。

　豊かな

般

自然環境の中、市民の

会

心身の健全な育成と余

計

暇の

施策への ・施策へ

市

の貢献度
普通

活用を図

民

るという他に類のない

休

市民サービスを提供す

暇

るこ
・目標達成度 とが

村

でき、市民のワーク・

大

ライフ・バランスの実

規

現を支援
貢献度 ・市民

模

サービスへの効果　な

改

ど する施策に貢献する

造

事業である。

今後の方

事

向性 □拡充　□現状維

業

持　□改善・効率化　

担

□縮小　■終期設定　

当

□休止・廃止

　令和３

課

年度に大規模改造工事

生

を実施し、事業完了予

涯

定。
　事業完了後は、

学

リニューアルした施設

習

をしっかりとＰＲする

課

とともに、新たな施設

款

及び設備を活用した魅

項

力的な管
理運営を展開

目

し、現状でも80％を

担

超えている高い稼働率

当

の維持拡大を図ってい

係

く。

施設係

Ｃ
 
　

1

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

0

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

6



用 ・リハーサル室2利用
　　516回　 11,328人 　　519回　 12,581人 　　552回　 12,209人

・大ホールでの自主事業として、「東儀秀樹×古澤巌×coba　コンサートツアー2018　TFC55 LEVEL5」(9月28日)、ミュ

成果
ージカル「ロミオとジュリエット」(12月26日～27日)などを実施し、多くの市民に鑑賞してもらうことを通じて舞台芸術

の普及、振興に寄与できた。

・アウトリーチ事業を14箇所で開催し、市民が気軽に芸術鑑賞できる機会を提供できた。

・全体として満足できる入場者数だったが、引き続き事業数の確保だけでなく、事業を選別する段階から留意する必要が

ある。
課題

・より市民のニーズを捉え、実施内容について検討する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 文化振興事業入場者数（人） 28,489 35,329 30,558 36,000 36,000
指標
成果 大ホール稼働率（％） 81.7 89.7 89.3 80.0 80.0
指標

同規模の文化施設等の管理・運営・企画を民間の指定管理者に任せている自治体、施設名、事業数
他市との 　一宮市：一宮市民会館　13事業
比較検証 　広島県三原市：三原市芸術文化センター　19事業

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

　

　
ス
　
ト

単位：千円
２

　

８年度 ２９年度 ３０年

実

度 ３１年度 ３０年度

（

　

決算） （決算） （決算

　

） （予算） 事業費内訳

施

事業費　① 29,61

　

0 30,429 31,

　

795 33,583 合

∨

計 31,795,000 円
委託料 31,795,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 1,500 0

一般財源 29,610 30,429 30,295 33,583

職員人件費　② 6,018 4,808 4,205 3,638

総事業費（①＋②） 35,628 35,237 36,000 37,221

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 自治総合センターコミュニテ
ィ助成事業助成金

２年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 文

（

化・芸術
施策体系

施策

平

の内容 鑑賞・体験の機

成

会づくり

目
　
　
　
的

　

３

市民に舞台芸術とふれ

０

あう機会を提供し、

主

年

た
る
内
容

　文化芸術創

度

造の拠点である総合文

評

化センタ
文化芸術意識

価

の向上を図る。 ーで、

）

指定管理者が実施する

刈

各種の文化普及
鑑賞事

谷

業を支援する。
　また

市

、発表の場としての機

事

能を提供するこ
とで、

務

市民の芸術文化活動を

事

支援する。

位
置
づ
け

関

業

連計画 刈谷市文化振興

評

基本計画

根拠法令 劇場

価

、音楽堂等の活性化に

シ

関する法律

対象者 対象

ー

者を限定せず 事業期間

ト

平成２３年度 ～

実施方

（

法 □直営　□委託　■

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

教

事
　
業
　
実
　
績

２８年

育

度実績 ２９年度実績 ３

部

０年度実績 ３１年度計

一

画

24事業(有料18

般

事業・無料6事 29事

会

業(有料23事業・無

計

料6事 38事業(有料

文

31事業・無料7事 3

化

0事業(有料25事業

振

・無料5事
業)を実施

興

、入場者延28,48

事

9人業)を実施、入場

業

者延35,329人業

担

)を実施、入場者延3

当

0,558人業)を実

課

施
・大ホール利用 ・大

生

ホール利用 ・大ホール

涯

利用
　　638回　2

学

14,252人 　　6

習

87回　245,42

課

1人 　　697回　2

款

45,942人
・小ホ

項

ール利用 ・小ホール利

目

用 ・小ホール利用
　　

担

497回　 47,5

当

25人 　　526回　

係

 47,944人 　　

推

589回　 49,3

進

83人
・リハーサル室

係

1利用 ・リハーサル室

1

1利用 ・リハーサル室

0

1利用
　　357回 

6

  12,754人 　

1

　393回   13

3

,528人 　　364回   12,530人
・リハーサル室2利用 ・リハーサル室2利



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　身近な場所で各種の文

平

化普及・鑑賞事業を開

成

催すること
・法的業務

３

普通
で、市民の舞台芸

１

術作品の鑑賞機会に対

年

するニーズを実現
必要

度

性 ・市民ニーズ、社会

（

需要 している。
・市民

平

生活上必要である　な

成

ど

　指定管理者による

３

運営を行うことで、地

０

方自治体の文化
・コス

年

トの節減、費用対効果

度

高い
施設では招聘する

評

ことが難しい事業を開

価

催することに成功
効率

）

性 ・執行体制の効率性

刈

している。
・手段の最

谷

適性　など 　大規模公

市

演は、共同主催の形で

事

実施し、リスクを抑え

務

な
がら質の高い舞台公

事

演を開催している。
　

業

文化芸術創造の拠点と

評

なることで、「誇りと

価

愛着のもて
・市が主体

シ

となって実施する
普通

ー

るまちづくり」施策を

ト

実現している。
妥当性

（

　べき事業であるか 　

様

普及活動としての市民

式

スタッフ育成事業や市

２

民の発表支
・総合計画

）

との整合性　など 援を

会

通じて、「市民が活動

計

しやすい施設・環境づ

名

くり」施
策を実施して

担

いる。
　著名なアーテ

当

ィストや、芸術性の高

部

い公演を実施するこ

施

教

策への ・施策への貢献

育

度
高い

とにより、身近

部

に質の高い舞台芸術を

一

鑑賞する機会を提供
・

般

目標達成度 することで

会

市民サービスの向上を

計

図っている。
貢献度 ・

文

市民サービスへの効果

化

　など 　また、センタ

振

ーの知名度向上により

興

、刈谷市の認知度ア
ッ

事

プに貢献している。

今

業

後の方向性 □拡充　■

担

現状維持　□改善・効

当

率化　□縮小　□終期

課

設定　□休止・廃止

・

生

ホール及びシティセー

涯

ルスとしての著名な公

学

演の誘致と、市民や地

習

域の文化芸術の振興に

課

寄与する公演をさらに

款

バ
ランスよく編成する

項

必要がある。

目 担当係

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

推

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

進

価
　
∨

係
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文ｺﾝｸｰﾙ応募564通 ・青少年作文ｺﾝｸｰﾙ応募399通 ・青少年作文ｺﾝｸｰﾙ応募644通 ・家族への手紙ｺﾝｸｰﾙ
・家族への手紙ｺﾝｸｰﾙ ・家族への手紙ｺﾝｸｰﾙ ・家族への手紙ｺﾝｸｰﾙ ・合同街頭補導実施延べ400日
　　　　　　　　応募881通 　　　　　　　　応募642通 　　　　　　　　応募900通
・合同街頭補導実施延べ400日・合同街頭補導実施延べ400日・合同街頭補導実施延べ400日

　青少年を取り巻く環境が大きく変化する中、学校、家庭、地域が青少年育成について情報交換を行い、共通の認識を得

成果
ることができた。また、学区内危険箇所調査を通学路改善要望と合同で実施し調査の効率化を図った。

　平成２６年４月からスマホの使い方に関する３つの提言を家庭に呼びかける取り組みを行ってきたが、今後、児童生徒

愛護会としての継続的な取り組みになるよう模索する必要がある。
課題

　小中学校の児童生徒に関する取り組みを図ることはできているが、高校生の年代への取り組みが希薄である。

　

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 合同街頭補導（延べ日数） 400 400 400 400 400
指標
成果 善行美徳表彰（件） 21 21 21 21 21
指標

他市との
比較検証

Ｄ
　
　
　
Ｏ

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

　

　
ト

単位：千円
２８年

　

度 ２９年度 ３０年度 ３

∧

１年度 ３０年度

（決算

　

） （決算） （決算） （

　

予算） 事業費内訳

事業

実

費　① 2,239 2,

　

270 2,276 2,

　

625 合計 2,275

施

,603 円
報償費 4

　

87,900 円

財
　

　

源

特定財源 0 0 0 0 旅

∨

費 21,400 円
需用費 833,203 円

一般財源 2,239 2,270 2,276 2,625 委託料 826,100 円
使用料及び賃借料 107,000 円

職員人件費　② 3,126 2,792 2,778 3,638

総事業費（①＋②） 5,365 5,062 5,054 6,263

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

（

施策 青少年育成
施策体

平

系
施策の内容 青少年を

成

取り巻く環境の整備

目

３

　
　
　
的

市内小・中・

０

高等学校等で組織する

年

児童生徒

主
た
る
内
容

○

度

児童生徒愛護会の開催

評

愛護会の活動を中心に

価

、児童生徒の生活指導

）

､ ○夏季・冬季休業中

刈

、テスト期間中、夜間

谷

等 
安全確保などの取

市

組みを行い、青少年の

事

健全 　街頭補導の実施

務

育成を図る。 ○中学校

事

区生活指導懇談会の開

業

催
○善行美徳表彰の実

評

施
○学区内危険箇所調

価

査の実施
○家庭の日・

シ

青少年作文コンクール

ー

、家族へ 
　の手紙コ

ト

ンクールの実施
○のぞ

（

ましい家庭教育のしお

様

りの発行

位
置
づ
け

関連

式

計画

根拠法令  

対象者

１

市民 事業期間 ～

実施方

）

法 ■直営　■委託　□

会

指定管理　□補助・助

計

成　□その他

名 担当部 教育部

一

Ｂ
　

般

事
　
業
　
実
　
績

２８年

会

度実績 ２９年度実績 ３

計

０年度実績 ３１年度計

青

画

・児童生徒愛護会　

少

定例会3回・児童生徒

年

愛護会　定例会3回・

健

児童生徒愛護会　定例

全

会3回・児童生徒愛護

育

会　定例会3回
・中学

成

校区生活指導懇談会 ・

事

中学校区生活指導懇談

業

会 ・中学校区生活指導

担

懇談会 ・児童生徒愛護

当

の集い
　　　　　　　

課

　　3箇所実施　　　

生

　　　　　　3箇所実

涯

施　　　　　　　　　

学

3箇所実施・善行美徳

習

表彰
・善行美徳表彰2

課

1件24人 ・善行美徳

款

表彰21件25人 ・善

項

行美徳表彰21件31

目

人 ・危険箇所調査
・危

担

険箇所調査99箇所 ・

当

危険箇所調査85箇所

係

・危険箇所調査97箇

青

所 ・家庭の日作文ｺﾝ

少

ｸｰﾙ
・家庭の日作文

年

ｺﾝｸｰﾙ63人表彰

係

・家庭の日作文ｺﾝｸ

1

ｰﾙ63人表彰・家庭

0

の日作文ｺﾝｸｰﾙ6

6

3人表彰・青少年作文

5

ｺﾝｸｰﾙ
・青少年作



然体験など、様々な活動を通して地域住民や異世代交流を図るとともに、週末の安全・安心な居場所を提

成果
供する事ができた。

　ほとんどのプログラムは、申込不要であるため、参加児童に対するスタッフの過不足が生じる。また、各会場により事

業の認知度に基づく参加者数の差が生じている。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 開催数（回） 80 80 80 80 80
指標
成果 参加者数（人） 1,105 931 982 1,000 1,000
指標

　高浜市は1校のみＰＴＡ土曜クラブに委託し、家庭科、書道、剣道、ちぎり絵、フルートの5クラブ制で開
他市との 催している。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,779 2,807 2,899 2,957 合計 2,899,497 円
委託料 2,899,497 円

財
　
源

特定財源 1,147 1,124 1,177 1,360

一般財源 1,632 1,683 1,722 1,597

職員人件費　② 1,719 1,628 1,620 1,625

総事業費（①＋

Ｄ

②） 4,498 4,4

　

35 4,519 4,5

　

82

建
設
事
業

全体事業

　

費（単位：千円） 0 ３

Ｏ

０年度特定財源名称

３

　

０年度までの累積事業

　

費 0 放課後子ども教室

∧

推進事業費
補助金

２年

　

度以降の事業費見込 0

　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 教育文化

基本施

（

策 青少年育成
施策体系

平

施策の内容 青少年の自

成

立支援と社会参加の促

３

進

目
　
　
　
的

　週末に

０

子どもの安全・安心な

年

活動拠点を設

主
た
る
内

度

容

　小・中学生を対象

評

に市内3箇所の生涯学

価

習セ
け､遊び、文化活

）

動等の体験活動を通じ

刈

、子ど ンターでキッズ

谷

クラブを開設し、子ど

市

もたち
もが心豊かで健

事

やかに育まれる環境づ

務

くりを が安心して集う

事

ことができる居場所を

業

提供す
推進する。 る｡

評

○開催場所 
・たんぽ

価

ぽ　　南部生涯学習セ

シ

ンター　
・アイリス　

ー

　刈谷市総合文化セン

ト

ター
・かきつばた　北

（

部生涯学習センター
○

様

開催日
　6月から3月

式

　月3回土曜日の午前

１

または午後

位
置
づ
け

関

）

連計画

根拠法令 放課後

会

子ども総合プラン推進

計

事業実施要綱、刈谷市

名

キッズクラブ事業実施

担

要綱

対象者 市内在住の

当

小・中学生 事業期間 平

部

成１７年度 ～

実施方法

教

□直営　■委託　□指

育

定管理　□補助・助成

部

　□その他

一般会計
キッズク

Ｂ
　
事

ラ

　
業
　
実
　
績

２８年度

ブ

実績 ２９年度実績 ３０

事

年度実績 ３１年度計画

業

【参加者延べ人数】 【

担

参加者延べ人数】 【参

当

加者延べ人数】 【参加

課

予定人数】
・たんぽぽ

生

　　　586人 ・たん

涯

ぽぽ　　　372人 ・

学

たんぽぽ　　　326

習

人 ・たんぽぽ　　　4

課

00人
・アイリス　　

款

　302人 ・アイリス

項

　　　371人 ・アイ

目

リス　　　524人 ・

担

アイリス　　　400

当

人
・かきつばた　　2

係

17人 ・かきつばた　

青

　188人 ・かきつば

少

た　　132人 ・かき

年

つばた　　200人
　

係

合　計　　  1,1

1

05人 　合　計　　 

0

 　931人 　合　計

6

　　  　982人 　

5

合　計　　  1,000人

　創作活動、自



動の機会の場を提供することができた。

成果
・講座終了後に受講生が交流会を持つ等、仲間づくりの場を提供することができた。

・自主活動や生涯学習につながる講座を企画する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 募集案内配布事業所数（ヶ所） 42 42 42 42 45
指標
成果 受講者数（人） 61 36 77 80 80
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 556 547 433 739 合計 432,626 円
報償費 304,000 円

財
　
源

特定財源 15 20 65 144 需用費 3,176 円
使用料及び賃借料 125,450 円

一般財源 541 527 368 595

職員人件費　② 3,673 3,412 3,395 3,251

総事業費（①＋②） 4,229 3,959 3,828 3,990

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 青年講座受講料

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 教育文化

基本施

（

策 青少年育成
施策体系

平

施策の内容 青少年の自

成

立支援と社会参加の促

３

進

目
　
　
　
的

　青少年

０

に多様な学習・体験活

年

動の機会の場

主
た
る
内

度

容

　市内在住・在勤ま

評

たは在学の18歳～3

価

9歳の
を提供し、生涯

）

学習の推進、ボランテ

刈

ィア活 青少年を対象に

谷

、文化・芸術・福祉・

市

スポー
動への参加促進

事

を図る。 ツなどの各種

務

講座を開催する。
8回

事

連続講座　年4回開催

業

位
置
づ
け

関連計画

根拠

評

法令  

対象者 市内在住

価

･在勤･在学の18～

シ

39歳 事業期間 平成７

ー

年度 ～

実施方法 ■直営

ト

　□委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２８年度実績 ２

教

９年度実績 ３０年度実

育

績 ３１年度計画

・青年

部

講座4回32講座 ・青

一

年講座4回32講座 ・

般

青年講座4回30講座

会

・青年講座4回32講

計

座
第1回　Clean

青

 up the bo

年

dy an第1回　体

講

に優しい野菜とお米第

座

1回　やってみよう！

開

おうち
d soul 

催

8講座 のスイーツづく

事

り　8講座 でランチ、

業

おもてなし　8講座
第

担

2回　大人から始める

当

ﾀﾞﾝｽ講第2回　筆

課

ペンで書いて伝える第

生

2回　竹籠細工と革雑

涯

貨づく
座 8講座 想い

学

や気持ち　8講座 り　

習

8講座
第3回　生涯学

課

習ﾘｰﾀﾞｰ企画 8

款

第3回　初心者のため

項

のHip-Ho第3回

目

　やってみよう！はじ

担

め
講座 p　8講座 ての

当

フードアート　8講座

係

第4回　歌って笑顔に

青

なろう 8第4回　憲

少

俊流剣術殺陣の会 第4

年

回　一眼レフ初心者の

係

ため
講座 8講座 のフォ

1

トレッスン　6講座
受

0

講生延べ327人 受講

6

生延べ205人 受講生

5

延べ504人
・青少年に多様な学習、体験活



募による確保に移行で

きるよう実行委員会の魅力発信に検討を要する。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

成果 協力ボランティア(ＴＨＥ成人・次年度実行委員） 30 40 31 48 48
指標 の参加人数（人）
成果 成人式参加率（％） 73.0 71.3 67.8 73 73
指標

　知立市、安城市、碧南市、高浜市、東浦町は成人式実行委員会を組織し、実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,007 3,797 3,978 4,663 合計 3,977,583 円
委託料 3,361,253 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 616,330 円

一般財源 4,007 3,797 3,978 4,663

職員人件費　② 3,908 4,808 4,784 5,031

総事業費（①＋②） 7,915 8,605 8,762 9,694

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

１

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 教育文化

基本施策

（

青少年育成
施策体系

施

平

策の内容 青少年の自立

成

支援と社会参加の促進

３

目
　
　
　
的

　刈谷市成

０

人式実行委員会との共

年

催で成人式

主
た
る
内
容

度

　新成人の中から実行

評

委員会を組織し、式の

価

を開催し、次代を担う

）

新成人の門出を祝福す

刈

企画、運営を行い、心

谷

に残る成人式を開催す

市

るとともに、大人にな

事

ったことを自覚し、自

務

る｡
ら生き抜こうとす

事

る意欲の向上を図る。

業

位
置
づ
け

関連計画  

根

評

拠法令

対象者 新成人(

価

平8.4.2～平9.

シ

4.1生) 事業期間 ～

ー

実施方法 ■直営　■委

ト

託　□指定管理　□補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

２８年度実績 ２９年度

教

実績 ３０年度実績 ３１

育

年度計画

開催日　平成

部

29年1月8日 開催日

一

　平成30年1月7日

般

開催日　平成31年1

会

月13日 開催日　平成

計

32年1月12日
会　

成

場　刈谷市総合文化セ

人

ン 会　場　刈谷市総合

式

文化セン 会　場　刈谷

開

市総合文化セン 会　場

催

　刈谷市総合文化セン

事

　　　　ター 　　　　

業

ター 　　　　ター 　　

担

　　ター
対象者数　1

当

,843名 対象者数　

課

1,669名 対象者数

生

　2,048名 対象者

涯

数　約1,850名
参

学

加者数　1,345名

習

参加者数　1,190

課

名 参加者数　1,38

款

8名

　成人式を行うこ

項

とにより、新成人が恩

目

師や旧友らと話し合う

担

機会となり、大人とし

当

て今後どのように生き

係

ていくかを語

成果
るき

青

っかけとなった。

　実

少

行委員会により自主的

年

な式の企画・運営を行

係

うことにより、社会参

1

加の機会を提供するこ

0

とができた。

・実行委

6

員の募集について学校

5

の推薦に頼るところが多く、学校側の負担感が増しているため、公



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 450 0 合計 450,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 450,000 円

一般財源 0 0 450 0

職員人件費　② 0 0 8 0

総事業費（①＋②） 0 0 458 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

ボーイスカウト日本ジャンボリー参加補助

事業

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 教育文化

平

基本施策 青少年育成
施

成

策体系
施策の内容 青少

３

年の自立支援と社会参

０

加の促進

目
　
　
　
的

 

年

国内外の参加スカウト

度

が一堂に会し、多様な

評

主
た
る
内
容

 スカウト

価

運動最大の教育イベン

）

トとして4年
体験や交

刈

流活動を行うことによ

谷

り、青少年の ごとに開

市

催される大会への各団

事

代表スカウト
健全育成

務

を図るとともに、国際

事

感覚を養い、 及び指導

業

者等の参加に対し補助

評

金を交付する｡
国際理

価

解、国際感覚の向上を

シ

促す。 第17回日本ジ

ー

ャンボリー
平成30年

ト

8月5日～8月6日
石

（

川県珠洲市「りふれっ

様

しゅ村鉢ヶ崎」

位
置
づ

式

け

関連計画

根拠法令

対

１

象者 市民 事業期間 ～

実

）

施方法 □直営　□委託

会

　□指定管理　■補助

計

・助成　□その他

名 担当部 教育部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

会

８年度実績 ２９年度実

計

績 ３０年度実績 ３１年

担

度計画

　 　 刈谷市大会

当

参加者11人 　
　 　 　

課

刈谷第1団6人 　
　 　

生

　刈谷第10団4人 　

涯

　 　 　刈谷第11団1

学

人 　
　　　―――――

習

―― 　　　―――――

課

―― （大会参加者11

款

,000人） 　　　―

項

――――――

　国内外

目

のスカウトとの交流を

担

通して、情報の共有・

当

交換をすることができ

係

た。また、日頃の訓練

青

の成果を発表するとと

少

成果
もに多くの体験の

年

中で新しい知識や技能

係

を習得することができ

1

た。

課題

指標名称（単

0

位）
実績値 目標値

２８

6

年度 ２９年度 ３０年度

5

３１年度 ３年度

成果 大会参加者数（人） ― ― 19 ― ―
指標

指標

他市との
比較検証



施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 540 270 270 270 合計 270,000 円
委託料 270,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 540 270 270 270

職員人件費　② 2,501 2,094 1,620 1,625

総事業費（①＋②） 3,041 2,364 1,890 1,895

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 教育文化

基本

（

施策 生涯学習
施策体系

平

施策の内容 学習活動の

成

支援

目
　
　
　
的

　核家

３

族化が進み、子どもへ

０

の接し方がわか

主
た
る

年

内
容

○小学校区家庭教

度

育推進協議会への事業

評

委託
らないと不安を抱

価

える親が増加している

）

現状
に対し、家庭教育

刈

の重要性を認識する必

谷

要が
あるため、各種事

市

業を地域において実施

事

し、
家庭や地域の教育

務

力の向上を図る。

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

業

令  

対象者 市民 事業期

評

間 ～

実施方法 □直営　

価

■委託　□指定管理　

シ

□補助・助成　□その

ー

他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

名

　
績

２８年度実績 ２９

担

年度実績 ３０年度実績

当

３１年度計画

平成小学

部

校区家庭教育地域推 住

教

吉小学校区家庭教育地

育

域推 住吉小学校区家庭

部

教育地域推 東刈谷小学

一

校区家庭教育地域
進協

般

議会（平成小学校）　

会

実 進協議会　実績8,

計

942人 進協議会 実

家

績1,398人 推進協

庭

議会
績2,935人 ・

教

50周年記念行事 ・ボ

育

ランティア活動
・親子

地

ふれあい遊び塾 ほか

域

・ボランティア活動 ・

推

児童体験教室
平成小学

進

校区家庭教育地域推 ・

事

児童体験教室 ・避難所

業

訓練
進協議会（平成幼

担

稚園） 実績・防災活

当

動 ・超巨大流しそうめ

課

んとペッ
1,442人

生

トボトルロケット大会

涯

・体を動かして遊ぼう

学

 ほか

　学校、家庭、

習

地域が協力して家庭教

課

育地域活動、親子等ふ

款

れあい活動を行い、家

項

庭教育への意識の高揚

目

が図られた。

成果

　事

担

業を委託する学校によ

当

り活動内容が異なるた

係

め、参加者の増減のみ

推

で事業の達成度を評価

進

することが困難である

係

。

課題

指標名称（単位

1

）
実績値 目標値

２８年

0

度 ２９年度 ３０年度 ３

6

１年度 ３年度

活動 家庭

1

教育地域推進事業の実



題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 ＰＴＡ総会など各種研修会の実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 394 363 424 351 合計 423,500 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 423,500 円

一般財源 394 363 424 351

職員人件費　② 2,892 2,481 2,392 2,477

総事業費（①＋②） 3,286 2,844 2,816 2,828

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 教育文化

基本施

（

策 生涯学習
施策体系

施

平

策の内容 学習活動の支

成

援

目
　
　
　
的

　ＰＴＡ

３

会員の教養の向上や相

０

互の親睦を図

主
た
る
内

年

容

○ＰＴＡ連絡協議会

度

育成補助
ることにより

評

、ＰＴＡ活動の育成を

価

図る。 ○全国大会参加

）

補助
○東海北陸大会参

刈

加補助
○会場借上料補

谷

助

位
置
づ
け

関連計画  

市

根拠法令  

対象者 各小

事

中学校・幼稚園ＰＴＡ

務

事業期間 ～

実施方法 □

事

直営　□委託　□指定

業

管理　■補助・助成　

評

□その他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　

）

業
　
実
　
績

２８年度実

会

績 ２９年度実績 ３０年

計

度実績 ３１年度計画

・

名

ＰＴＡ連絡協議会総会

担

・ＰＴＡ連絡協議会総

当

会 ・ＰＴＡ連絡協議会

部

総会 ・ＰＴＡ連絡協議

教

会総会
・ＰＴＡ研究大

育

会及び情報交 ・ＰＴＡ

部

研究大会及び情報交 ・

一

ＰＴＡ研究大会及び情

般

報交 ・ＰＴＡ研究大会

会

及び情報交
換会 換会 換

計

会 換会
・東海・北陸ブ

Ｐ

ロックＰＴＡ ・東海・

Ｔ

北陸ブロックＰＴＡ ・

Ａ

東海・北陸ブロックＰ

活

ＴＡ ・東海・北陸ブロ

動

ックＰＴＡ
研究大会名

育

古屋大会 研究大会敦賀

成

大会 研究大会愛知大会

事

研究大会三重大会
・日

業

本ＰＴＡ全国研究大会

担

徳 ・日本ＰＴＡ全国研

当

究大会仙 ・日本ＰＴＡ

課

全国研究大会新 ・日本

生

ＰＴＡ全国研究大会兵

涯

島うずしお大会 台大会

学

潟大会 庫大会
・県・三

習

河ＰＴＡ連絡協議会 ・

課

県・三河ＰＴＡ連絡協

款

議会 ・県・三河ＰＴＡ

項

連絡協議会 ・県・三河

目

ＰＴＡ連絡協議会
各種

担

事業 各種事業 各種事業

当

各種事業

　総会、研究

係

大会などの実施により

推

ＰＴＡ活動の活性化を

進

図ることができた。

成

係

果

　毎年行われる全国

1

大会・東海北陸大会の

0

開催地や活動発表の有

6

無により参加人数が異

1

なり、それに合わせて補助額が増

減する。
課



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,534 1,901 1,455 1,854 合計 1,454,700 円
報償費 116,300 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 11,900 円
需用費 1,326,500 円

一般財源 1,534 1,901 1,455 1,854

職員人件費　② 5,627 5,583 4,398 4,412

総事業費（①＋②） 7,161 7,484 5,853 6,266

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

１

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 教育文化

基本施策

（

生涯学習
施策体系

施策

平

の内容 学習活動の支援

成

目
　
　
　
的

　刈谷市生

３

涯学習推進計画に基づ

０

き各種事業

主
た
る
内
容

年

○生涯学習啓発用品購

度

入
を実施することで、

評

市民の学習活動への取

価

組 ○生涯学習に関する

）

研修会の開催
みを支援

刈

する。

位
置
づ
け

関連計

谷

画 刈谷市生涯学習推進

市

計画

根拠法令  

対象者

事

市民 事業期間 ～

実施方

務

法 ■直営　□委託　□

事

指定管理　□補助・助

業

成　□その他

評価シート （様式

Ｂ
　

１

事
　
業
　
実
　
績

２８年

）

度実績 ２９年度実績 ３

会

０年度実績 ３１年度計

計

画

・生涯学習推進会議

名

・生涯学習推進会議 ・

担

生涯学習推進会議 ・生

当

涯学習推進会議
・職員

部

研修会 ・職員研修会 ・

教

職員研修会 ・職員研修

育

会
・グループ・サーク

部

ル研修会 ・指導者研修

一

会 ・グループ・サーク

般

ル研修会 ・指導者研修

会

会
・生涯学習リーダー

計

ステップ ・生涯学習リ

生

ーダー基礎知識 ・生涯

涯

学習リーダーステップ

学

・生涯学習リーダー基

習

礎知識
アップ研修 講座

推

アップ研修 講座

　生涯

進

学習指導者に対し研修

事

会を実施し、生涯学習

業

活動への取組みを支援

担

することができた。

成

当

果

　生涯学習リーダー

課

の活動が継続して行わ

生

れるよう引き続き支援

涯

をする必要がある。

　

学

課題
　

指標名称（単位

習

）
実績値 目標値

２８年

課

度 ２９年度 ３０年度 ３

款

１年度 ３年度

成果 生涯

項

学習推進員（生涯学習

目

リーダー）の人数（人

担

） 39 27 32 32 3

当

7
指標
成果 グループ・

係

サークル名簿登録団体

推

数（団体） 199 20

進

3 207 230 300

係

指標
 

他市との
比較検

1

証

0 6 1



度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 中央公民館長表彰実施及び各種会議参加 実施 実施 実施 継続実施 継続実施
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 85 92 103 174 合計 103,454 円
報償費 28,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 6,300 円
需用費 47,754 円

一般財源 85 92 103 174 負担金、補助及び
交付金 21,400 円

職員人件費　② 2,501 3,257 2,083 2,477

総事業費（①＋②） 2,586 3,349 2,186 2,651

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

１

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 教育文化

基本施策

（

生涯学習
施策体系

施策

平

の内容 学習活動の支援

成

目
　
　
　
的

　愛知県公

３

民館連合会・西三河公

０

民館連絡協

主
た
る
内
容

年

　中央公民館長表彰に

度

要する経費のほか、愛

評

議会の実施する事業へ

価

参加することにより、

）

知県公民館連合会・西

刈

三河公民館連絡協議会

谷

公民館事業の円滑な実

市

施を図る。 の実施する

事

公民館関係事業へ参加

務

するための
経費を支出

事

する。

位
置
づ
け

関連計

業

画  

根拠法令  

対象者

評

市民 事業期間 ～

実施方

価

法 ■直営　□委託　□

シ

指定管理　□補助・助

ー

成　■その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　

名

事
　
業
　
実
　
績

２８年

担

度実績 ２９年度実績 ３

当

０年度実績 ３１年度計

部

画

・中央公民館長表彰

教

4名 ・中央公民館長表

育

彰10名 ・中央公民館

部

長表彰14名 ・中央公

一

民館長表彰10名
・県

般

公民館連合会理事会 ・

会

県公民館連合会理事会

計

・県公民館連合会理事

公

会 ・県公民館連合会理

民

事会
・県公民館主事部

館

会代表者会 ・県公民館

事

主事部会代表者会 ・県

務

公民館主事部会代表者

費

会 ・県公民館主事部会

事

代表者会
・県公民館連

業

合会総会 ・県公民館連

担

合会総会 ・県公民館連

当

合会総会 ・県公民館連

課

合会総会

　中央公民館

生

長表彰の実施により、

涯

多年にわたる公民館活

学

動への取組みを広く知

習

らしめるとともに、他

課

の者への活動の励

成果

款

みとなった。

　県の主

項

催する公民館関係事業

目

へ参加することにより

担

、各市町の活動状況な

当

どを把握することがで

係

きた。

　毎年総合式典

推

に合わせて行われる中

進

央公民館長表彰の対象

係

者数により、記念品費

1

などが増減する。

　各

0

種会議での報告は、会

6

議へ参加しなくても書

1

面で十分な場合がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年



6

56 0

建
設
事
業

全体事

1

業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 教育文化

（

基本施策 生涯学習
施策

平

体系
施策の内容 学習活

成

動の支援

目
　
　
　
的

 

３

社会教育主事任用資格

０

を取得することで職員

年

主
た
る
内
容

○講習参加

度

費用の支出
の専門性向

評

上を図り、市民の学習

価

活動への取
組みを支援

）

する。

位
置
づ
け

関連計

刈

画 刈谷市生涯学習推進

谷

計画

根拠法令 社会教育

市

法

対象者 市職員 事業期

事

間 ～

実施方法 ■直営　

務

□委託　□指定管理　

事

□補助・助成　□その

業

他

評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　
実

１

　
績

２８年度実績 ２９

）

年度実績 ３０年度実績

会

３１年度計画

講習修了

計

者　1名 　 講習修了者

名

　1名 　
　 　
　 　
　 　

担

　　　―――――――

当

　　　―――――――

部

　講習で得た知識を業

教

務に活かし、市民の学

育

習活動への取組みを支

部

援することができた。

一

成果

　部署異動を考慮

般

し職員を定期的に講習

会

会に派遣する必要があ

計

るが、開催地が遠方の

社

場合は職員の派遣が困

会

難である。

課題

指標名

教

称（単位）
実績値 目標

育

値

２８年度 ２９年度 ３

主

０年度 ３１年度 ３年度

事

活動 講習参加 実施 ― 実

講

施 ― ―
指標

指標

他市と

習

の
比較検証

実施事業
担当課 生

Ｃ
　
事
　

涯

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

学

千円
２８年度 ２９年度

習

３０年度 ３１年度 ３０

課

年度

（決算） （決算）

款

（決算） （予算） 事業

項

費内訳

事業費　① 94

目

0 30 0 合計 29,9

担

40 円
旅費 10,9

当

40 円

財
　
源

特定財

係

源 0 0 0 0 負担金、補

推

助及び
交付金 19,0

進

00 円

一般財源 94

係

0 30 0

職員人件費　

1

② 0 0 926 0

総事業

0

費（①＋②） 94 0 9



設

高浜市
　

係

10 6 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,922 10,674 12,899 10,317 合計 12,899,325 円
需用費 312,120 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 151,275 円
委託料 12,284,622 円

一般財源 10,922 10,674 12,899 10,317 使用料及び賃借料 151,308 円

職員人件費　② 3,751 3,722 2,778 2,283

総事業費（①＋②） 14,673 14,396 15,677 12,600

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 生涯

平

学習
施策体系

施策の内

成

容 生涯学習施設の利用

３

促進

目
　
　
　
的

　パソ

０

コンや携帯電話により

年

、公共施設の空

主
た
る

度

内
容

○システム運用保

評

守管理委託
き状況の確

価

認や利用予約を可能と

）

するシステ ○システム

刈

機器リース
ムを運用す

谷

る。

位
置
づ
け

関連計画

市

刈谷市生涯学習推進計

事

画

根拠法令 刈谷市公共

務

施設予約案内システム

事

に関する規則、刈谷市

業

教育委員会公共施設予

評

約案内システムに関す

価

る

対象者 対象者を限定

シ

せず 事業期間 平成１３

ー

年度 ～

実施方法 ■直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２８年度実績 ２

教

９年度実績 ３０年度実

育

績 ３１年度計画

・運用

部

保守管理委託 ・運用保

一

守管理委託 ・運用保守

般

管理委託 ・運用保守管

会

理委託
・機器リース ・

計

機器リース ・機器リー

公

ス ・機器リース
・機器

共

更新

　利用者は公共施

施

設を利用するにあたり

設

、予約手続きが容易に

予

なるととともに、施設

約

側では使用料の現金収

案

納が減ること

成果
で、

内

事務の簡素化及び現金

シ

の紛失・盗難のリスク

ス

を回避することができ

テ

た。

　システムの利用

ム

推進を図るため、予約

管

案内システムを広く周

理

知し、システムによる

事

予約申込件数を増加さ

業

せる。

課題

指標名称（

担

単位）
実績値 目標値

２

当

８年度 ２９年度 ３０年

課

度 ３１年度 ３年度

成果

生

システムによる施設予

涯

約申込件数（件） 81

学

,970 84,839

習

86,266 87,0

課

00 88,000
指標

款

 
指標

　あいち共同利

項

用型施設予約システム

目

　安城市、知立市始め

担

県内２８市町
他市との

当

　独自システム　碧南

係

市、刈谷市ほか
比較検

施

証 　システム未導入　



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 24,682 24,281 24,760 25,681 合計 24,759,524 円
需用費 2,790,236 円

財
　
源

特定財源 50 39 19 29 役務費 163,642 円
委託料 21,805,646 円

一般財源 24,632 24,242 24,741 25,652

職員人件費　② 3,087 3,296 2,508 2,748

総事業費（①＋②） 27,769 27,577 27,268 28,429

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 教育文化

基本施

（

策 生涯学習
施策体系

施

平

策の内容 生涯学習施設

成

の利用促進

目
　
　
　
的

３

　指定管理者により、

０

適切な施設の管理運営

年

主
た
る
内
容

○市民館の

度

修繕及び樹木管理
を行

評

い、地区活動の活性化

価

及び生涯学習の推 ○指

）

定管理者による管理運

刈

営
進を図る。

位
置
づ
け

谷

関連計画 刈谷市生涯学

市

習推進計画

根拠法令 刈

事

谷市コミュニティ施設

務

条例、刈谷市市民館施

事

設維持管理要綱

対象者

業

市民 事業期間 昭和６１

評

年度 ～

実施方法 ■直営

価

　■委託　■指定管理

シ

　□補助・助成　□そ

ー

の他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　

名

実
　
績

２８年度実績 ２

担

９年度実績 ３０年度実

当

績 ３１年度計画

・施設

部

又は設備の修繕 ・施設

教

又は設備の修繕 ・施設

育

又は設備の修繕 ・施設

部

又は設備の修繕
・樹木

一

剪定委託 ・樹木剪定委

般

託 ・樹木剪定委託 ・樹

会

木剪定委託
・指定管理

計

料（全22館） ・指定

市

管理料（全22館） ・

民

指定管理料（全22館

館

） ・指定管理料（全2

施

2館）

　指定管理者で

設

ある各市民館運営委員

管

会からの報告や経年劣

理

化状況を踏まえ、施設

事

に対する修繕及び樹木

業

の剪定を行った

成果
。

担

　今後とも地域の実情

当

に応じ、地域に愛され

課

る市民館として、適切

生

に施設の管理運営を実

涯

施するため、指定管理

学

者である

各市民館運営

習

委員会との連携を密に

課

し、施設の状況把握に

款

努める。
課題

指標名称

項

（単位）
実績値 目標値

目

２８年度 ２９年度 ３０

担

年度 ３１年度 ３年度

成

当

果 利用者満足度（％）

係

82.0 95.5 90

施

.9 90.0 90.0

設

指標
 

指標
　類似事例

係

なし
他市との
比較検証

10 6 1



.31廃止済
比較検証 　岡崎市「桑谷山荘」H23.12.31廃止済、碧南市「車山みどり山荘」H23.3.30廃止済

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 100,599 98,879 100,526 105,357 合計 100,525,958 円
需用費 814,536 円

財
　
源

特定財源 1 1 1 11 役務費 58,555 円
委託料 91,851,000 円

一般財源 100,598 98,878 100,525 105,346 使用料及び賃借料
3,634,907 円

職員人件費　② 3,204 3,102 1,967 1,974 備品購入費 1,598,400 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 103,803 101,981 102,493 107,331 交付金 2,568,560 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 生

（

涯学習
施策体系

施策の

平

内容 生涯学習施設の利

成

用促進

目
　
　
　
的

　指

３

定管理者により、適切

０

に市民休暇村の管

主
た

年

る
内
容

○市民休暇村の

度

維持管理
理運営を行い

評

、市民の福祉の増進を

価

図る。 ○指定管理者に

）

よる管理運営

位
置
づ
け

刈

関連計画  

根拠法令 刈

谷

谷市民休暇村条例、刈

市

谷市民休暇村条例施行

事

規則

対象者 市民 事業期

務

間 平成１０年度 ～

実施

事

方法 ■直営　■委託　

業

■指定管理　□補助・

評

助成　□その他

価シート （様式１

Ｂ

）

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

会

年度実績 ２９年度実績

計

３０年度実績 ３１年度

名

計画

・指定管理者によ

担

る管理運営 ・指定管理

当

者による管理運営 ・指

部

定管理者による管理運

教

営 ・指定管理者による

育

管理運営
・施設又は設

部

備の修繕 ・施設又は設

一

備の修繕 ・備品の更新

般

・備品の更新

　指定管

会

理者により適切に施設

計

の管理運営を行い、8

施

0％を超える客室稼働

設

率を維持することがで

管

き、市民の福祉の増進

理

を

成果
図ることができ

事

た。

　施設又は設備の

業

老朽化などから今後は

担

80％を超える稼働率

当

を維持することも困難

課

となることが予想され

生

る。指定管理者

の管理

涯

運営に対するモニタリ

学

ング、指導、助言を行

習

い、リピーターを大切

課

にしつつ新規利用者の

款

獲得に努めるなど稼働

項

率
課題

の維持拡大を図

目

る必要がある。

指標名

担

称（単位）
実績値 目標

当

値

２８年度 ２９年度 ３

係

０年度 ３１年度 ３年度

施

成果 年間客室稼働率（

設

％） 82.3 81.0

係

80.0 80.0 80

1

.0
指標
成果 ふれ愛パ

0

ーク利用者数（人） 9

6

74 903 932 90

1

0 900
指標

　尾張旭

1

市「尾張あさひ苑（阿智村）」継続運営
他市との 　豊田市「リゾート安曇野」H31.3



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 3,078 0 合計 3,078,000 円
需用費 3,078,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 3,078 0

職員人件費　② 0 0 463 0

総事業費（①＋②） 0 0 3,541 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 生

（

涯学習
施策体系

施策の

平

内容 生涯学習施設の利

成

用促進

目
　
　
　
的

　市

３

民休暇村の施設又は設

０

備の老朽化に伴う

主
た

年

る
内
容

　施設又は設備

度

の修繕
補修を行うこと

評

で、安全で快適な施設

価

を維持
する。

位
置
づ
け

）

関連計画

根拠法令 刈谷

刈

市民休暇村条例、刈谷

谷

市民休暇村条例施行規

市

則

対象者 市民 事業期間

事

～

実施方法 ■直営　■

務

委託　□指定管理　□

事

補助・助成　□その他

業評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

１

績

２８年度実績 ２９年

）

度実績 ３０年度実績 ３

会

１年度計画

　 　 畳表替

計

え修繕 　
　 　 ・大広間

名

　60帖 　
　 　 ・２階

担

客室 　
　 　 　和室　1

当

2帖×4室 　
　　　―

部

―――――― 　　　―

教

―――――― 　和洋室

育

　6帖×2室 　　　―

部

――――――
・３階客

一

室
　和室　12帖×4

般

室
　和洋室　6帖×2

会

室

　老朽化した施設又

計

は設備を補修し、施設

施

を良好な状態に保ち、

設

安全で快適な施設を維

補

持することができた。

修

成果

　施設又は設備の

事

老朽化に伴い、継続的

業

かつ適切に補修を行っ

担

ていく必要がある。

課

当

題

指標名称（単位）
実

課

績値 目標値

２８年度 ２

生

９年度 ３０年度 ３１年

涯

度 ３年度

成果 年間客室

学

稼働率（％） 82.3

習

81.0 80.0 80

課

.0 80.0
指標

指標

款

　尾張旭市「尾張あさ

項

ひ苑（阿智村）」継続

目

運営
他市との 　豊田市

担

「リゾート安曇野」H

当

31.3.31廃止済

係

比較検証 　岡崎市「桑

施

谷山荘」H23.12

設

.31廃止済、碧南市

係

「車山みどり山荘」H

1

23.3.30廃止済

0 6 11



設係

10 6 12

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 108,324 116,050 91,958 100,908 合計 91,958,088 円
需用費 390,960 円

財
　
源

特定財源 14,031 16,004 16,081 15,588 役務費 49,468 円
委託料 91,517,660 円

一般財源 94,293 100,046 75,877 85,320

職員人件費　② 2,735 2,714 2,392 2,012

総事業費（①＋②） 111,059 118,764 94,350 102,920

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 北部生涯学習センター使用料
行政財産目的外使用料

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

１

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 生

平

涯学習
施策体系

施策の

成

内容 生涯学習施設の利

３

用促進

目
　
　
　
的

　指

０

定管理者により、適切

年

に施設の管理運営

主
た

度

る
内
容

○北部生涯学習

評

センターの維持管理
を

価

行い、安全で快適に利

）

用できる生涯学習施 ○

刈

指定管理者による管理

谷

運営
設を提供する｡

位

市

置
づ
け

関連計画 刈谷市

事

生涯学習推進計画

根拠

務

法令 刈谷市生涯学習セ

事

ンター条例、刈谷市生

業

涯学習センター条例施

評

行規則

対象者 対象者を

価

限定せず 事業期間 平成

シ

２０年度 ～

実施方法 ■

ー

直営　■委託　■指定

ト

管理　□補助・助成　

（

□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　

当

業
　
実
　
績

２８年度実

部

績 ２９年度実績 ３０年

教

度実績 ３１年度計画

・

育

指定管理者による管理

部

運営 ・指定管理者によ

一

る管理運営 ・指定管理

般

者による管理運営 ・指

会

定管理者による管理運

計

営
・施設又は設備の修

北

繕 ・施設又は設備の修

部

繕 ・施設又は設備の修

生

繕

　市民の生涯学習の

涯

拠点として、指定管理

学

者により適切に施設の

習

管理運営を行い、生涯

セ

学習を推進した。

成果

ン

　利用者の意見を反映

タ

し、一層の利用率の向

ー

上を図り、より良い施

施

設運営を継続する。

課

設

題

指標名称（単位）
実

管

績値 目標値

２８年度 ２

理

９年度 ３０年度 ３１年

事

度 ３年度

成果 北部生涯

業

学習センター稼動率（

担

％） 30.7 33.0

当

34.0 34.0 35

課

.0
指標
成果 北部生涯

生

学習センター利用者数

涯

（人） 67,224 7

学

4,584 74,90

習

1 75,000 76,

課

000
指標

　知立市文

款

化会館　花しょうぶホ

項

ール　293席
他市と

目

の 　安城市アンフォー

担

レ　ホール　255席

当

比較検証 　碧南市芸術

係

文化ホール　エメラル

施

ドホール　452席



設係

Ｃ
　
事

1

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

0

：千円
２８年度 ２９年

6

度 ３０年度 ３１年度 ３

1

０年度

（決算） （決算

2

） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 93,406 97,831 87,329 99,413 合計 87,328,695 円
需用費 16,278,253 円

財
　
源

特定財源 24,397 24,919 9,706 9,702 役務費 77,701 円
委託料 67,894,046 円

一般財源 69,009 72,912 77,623 89,711 使用料及び賃借料
2,831,375 円

職員人件費　② 6,252 6,204 2,778 2,012 備品購入費 247,320 円

総事業費（①＋②） 99,658 104,035 90,107 101,425

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 南部生涯学習センター使用料
行政財産目的外使用料

２年度以降の事業費見込 0 土地建物貸付収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

１

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 生

平

涯学習
施策体系

施策の

成

内容 生涯学習施設の利

３

用促進

目
　
　
　
的

  

０

指定管理者より、適切

年

に施設の管理運営を

主

度

た
る
内
容

○南部生涯学

評

習センターの維持管理

価

行い、安全で快適に利

）

用できる生涯学習施設

刈

○指定管理者による管

谷

理運営
を提供する。

位

市

置
づ
け

関連計画 刈谷市

事

生涯学習推進計画

根拠

務

法令 刈谷市生涯学習セ

事

ンター条例、刈谷市生

業

涯学習センター条例施

評

行規則

対象者 対象者を

価

限定せず 事業期間 平成

シ

１３年度 ～

実施方法 ■

ー

直営　■委託　□指定

ト

管理　□補助・助成　

（

□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　

当

業
　
実
　
績

２８年度実

部

績 ２９年度実績 ３０年

教

度実績 ３１年度計画

・

育

直営による管理運営 ・

部

直営による管理運営 ・

一

指定管理者による管理

般

運営 ・指定管理者によ

会

る管理運営
・施設又は

計

設備の修繕 ・施設又は

南

設備の修繕

　個人利用

部

者を含む、多くの利用

生

者が快適に利用できる

涯

よう適切な管理を行っ

学

た。

成果

　施設の適切

習

かつ効率的な維持管理

セ

（節電などの強化）を

ン

行いながら、利用者に

タ

快適に利用していただ

ー

けるよう、施設の

管理

施

運営を行う必要がある

設

。
課題

指標名称（単位

管

）
実績値 目標値

２８年

理

度 ２９年度 ３０年度 ３

事

１年度 ３年度

成果 南部

業

生涯学習センター稼働

担

率（％） 41.5 42

当

.9 41.5 42.0

課

43.0
指標
成果 南部

生

生涯学習センター利用

涯

者数（人） 47,02

学

3 47,370 45,

習

695 47,000 4

課

8,000
指標

 
他市

款

との
比較検証

項 目 担当係 施



　サルビアホール　1,200席
比較検証 　碧南市芸術文化ホール　エメラルドホール　452席

　岡崎市民会館　あおいホール　1,100席

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 481,936 478,473 477,363 490,386 合計 477,362,663 円
需用費 66,195,870 円

財
　
源

特定財源 116,960 124,801 132,461 131,093 役務費 695,226 円
委託料 405,250,000 円

一般財源 364,976 353,672 344,902 359,293 使用料及び賃借料
4,933,807 円

職員人件費　② 3,517 3,024 1,736 1,974 備品購入費 239,760 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 485,453 481,497 479,099 492,360 交付金 48,000 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 中央生涯学習センター使用料
総合文化センター駐車

Ｄ

場使用

２年度以降の事

　

業費見込 0 料
行政財産

　

目的外使用料

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 生

（

涯学習
施策体系

施策の

平

内容 生涯学習施設の利

成

用促進

目
　
　
　
的

　指

３

定管理者により、適切

０

に総合文化センタ

主
た

年

る
内
容

○総合文化セン

度

ターの維持管理
ーの管

評

理運営を行い、生涯学

価

習の機会及び文 ○指定

）

管理者による管理運営

刈

化・芸術活動の発表の

谷

場を提供する。

位
置
づ

市

け

関連計画 刈谷市生涯

事

学習推進計画、刈谷市

務

文化振興基本計画

根拠

事

法令 刈谷市総合文化セ

業

ンター条例、刈谷市民

評

ホール条例、刈谷市生

価

涯学習センター条例ほ

シ

か

対象者 対象者を限定

ー

せず 事業期間 平成２１

ト

年度 ～

実施方法 ■直営

（

　■委託　■指定管理

様

　□補助・助成　□そ

式

の他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　

教

実
　
績

２８年度実績 ２

育

９年度実績 ３０年度実

部

績 ３１年度計画

・指定

一

管理者による管理運営

般

・指定管理者による管

会

理運営 ・指定管理者に

計

よる管理運営 ・指定管

施

理者による管理運営
・

設

施設又は設備の修繕 ・

管

施設又は設備の修繕 ・

理

施設又は設備の修繕

　

事

生涯学習及び文化・芸

業

術の拠点として、指定

担

管理者により適切に施

当

設の管理運営を行い、

課

生涯学習の推進及び文

生

化・芸

成果
術の振興に

涯

寄与した。

　指定管理

学

者により適切に施設の

習

管理運営が行われるよ

課

うモニタリングを実施

款

し、指定管理者への指

項

導等を行っていく必

要

目

がある。
課題

指標名称

担

（単位）
実績値 目標値

当

２８年度 ２９年度 ３０

係

年度 ３１年度 ３年度

成

施

果 大ホール稼働率（％

設

） 81.7 89.6 8

係

9.3 80.0 80.

1

0
指標
成果 総合文化セ

0

ンターに対する満足度

6

（％） 95.5 96.

1

1 97.0 90.0 9

3

0.0
指標

　知立市文化会館　かきつばたホール　1,004席
他市との 　安城市民会館



1

指標
　類似事例なし

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,583 8,383 8,957 14,936 合計 8,957,282 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 7 7 7 6 交付金 8,957,282 円

一般財源 8,576 8,376 8,950 14,930

職員人件費　② 2,266 2,404 1,505 1,509

総事業費（①＋②） 10,849 10,787 10,462 16,445

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 教育文化

基

（

本施策 生涯学習
施策体

平

系
施策の内容 生涯学習

成

施設の利用促進

目
　
　

３

　
的

　集会所の管理に

０

必要な経費の一部を補

年

助す

主
た
る
内
容

○集会

度

所運営費補助
ることに

評

より、地区活動の活性

価

化及び生涯学 ○集会所

）

借地料補助
習活動の推

刈

進を図る。 ○集会所修

谷

繕費補助

位
置
づ
け

関連

市

計画 刈谷市生涯学習推

事

進計画

根拠法令 集会所

務

設置等補助金交付要綱

事

対象者 市民 事業期間 ～

業

実施方法 □直営　□委

評

託　□指定管理　■補

価

助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

２８年度実績 ２９年度

名

実績 ３０年度実績 ３１

担

年度計画

・集会所運営

当

費補助 ・集会所運営費

部

補助 ・集会所運営費補

教

助 ・集会所運営費補助

育

　（33か所） 　（3

部

3か所） 　（33か所

一

） 　（33か所）
・集

般

会所借地料補助 ・集会

会

所借地料補助 ・集会所

計

借地料補助 ・集会所借

集

地料補助
　（9か所）

会

　（9か所） 　（9か

所

所） 　（9か所）
・集

運

会所修繕費補助 ・集会

営

所修繕費補助 ・集会所

費

修繕費補助 ・集会所修

等

繕費補助

　集会所の維

補

持管理に要する運営費

助

、借地料及び修繕費を

事

補助することにより、

業

地区負担を軽減し、地

担

区活動の拠点を確

成果

当

保に寄与した。

　補助

課

金の額、交付方法及び

生

交付時期については、

涯

今後も継続して４年に

学

１度、全庁的な補助金

習

の見直しの時期に合わ

課

せ

て検討する。
課題

　

款

また、集会所管理者へ

項

の制度周知を実施し、

目

集会所の維持に貢献す

担

る。

指標名称（単位）

当

実績値 目標値

２８年度

係

２９年度 ３０年度 ３１

施

年度 ３年度

活動 集会所

設

修繕費補助件数（件）

係

6 3 2 9 3
指標
成果 補

1

助により運営を維持で

0

きた集会所数（箇所）

6

33 33 33 33 33



5.5 96.1 97.0 90.0 90.0
指標

　知立市文化会館　かきつばたホール　1,004席
他市との 　安城市民会館　サルビアホール　1,200席
比較検証 　碧南市芸術文化ホール　エメラルドホール　452席

　岡崎市民会館　あおいホール　1,100席

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,633 0 35,813 23,500 合計 35,812,841 円
需用費 23,673,641 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 12,139,200 円

一般財源 2,633 0 35,813 23,500

職員人件費　② 977 0 1,119 1,355

総事業費（①＋②） 3,610 0 36,932 24,855

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 教育文化

基本施策 生

（

涯学習
施策体系

施策の

平

内容 生涯学習施設の利

成

用促進

目
　
　
　
的

　総

３

合文化センターの施設

０

又は設備の老朽化

主
た

年

る
内
容

　施設又は設備

度

の修繕
に伴う補修を行

評

うことで、安全で快適

価

な施設
を維持する。

位

）

置
づ
け

関連計画 刈谷市

刈

生涯学習推進計画、刈

谷

谷市文化振興基本計画

市

根拠法令 刈谷市総合文

事

化センター条例、刈谷

務

市民ホール条例、刈谷

事

市生涯学習センター条

業

例ほか

対象者 対象者を

評

限定せず 事業期間 平成

価

２７年度 ～

実施方法 ■

シ

直営　■委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

２８年度実

当

績 ２９年度実績 ３０年

部

度実績 ３１年度計画

・

教

スタンウェイピアノＤ

育

２７ 　 ・冷温水発生機

部

RH-2修繕 ・冷温水

一

発生機RH-1修繕
　

般

４ハンマー交換修理 　

会

・空調ポンプ修繕 ・駐

計

車場エキスパンジョン

施

ジ
　 ・中央監視装置修

設

繕 　ョイント蓋修繕
　

補

・舞台機構減速機潤滑

修

油交換 ・上水、雑用水

事

加圧給水ポン
　　　―

業

―――――― 　大ホー

担

ル、小ホール、リハ 　

当

プユニット修繕
　ーサ

課

ル室1 ・空調機用自動

生

制御ダンパ操
　作器等

涯

取替
・直流電源装置蓄

学

電池取替
・施設棟周囲

習

インターロッキ
　ング

課

補修
　老朽化した施設

款

又は設備を補修し、施

項

設を良好な状態に保ち

目

、安全で快適な施設を

担

維持することができた

当

。

成果

　施設又は設備

係

の老朽化に伴い、継続

施

的かつ適切に補修を行

設

っていく必要がある。

係

課題

指標名称（単位）

1

実績値 目標値

２８年度

0

２９年度 ３０年度 ３１

6

年度 ３年度

成果 大ホー

1

ル稼働率（％） 81.

3

7 89.6 89.3 80.0 80.0
指標
成果 総合文化センターに対する満足度（％） 9



増加も予想されるこ
課題

とから、常に各市民館の状況を把握していく必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 空調機更新率（％） 79.0 79.0 79.0 79.0 97.82
指標
活動 外壁改修率（％） 36.4 40.9 45.5 59.1 81.8
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 35,286 49,493 合計 35,285,760 円
工事請負費 35,285,760 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 224

一般財源 0 0 35,286 49,269

職員人件費　② 0 0 1,582 1,587

総事業費（①＋②） 0 0 36,868 51,080

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 建物共済保険金収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 教育文化

基本施

（

策 生涯学習
施策体系

施

平

策の内容 生涯学習施設

成

の利用促進

目
　
　
　
的

３

　市民館の施設又は設

０

備の老朽化に伴う改修

年

主
た
る
内
容

○施設又は

度

設備の改修工事
等を行

評

うことで、安全で快適

価

な施設を維持す ○施設

）

又は設備の修繕
る。

位

刈

置
づ
け

関連計画 刈谷市

谷

生涯学習推進計画

根拠

市

法令 刈谷市コミュニテ

事

ィ施設条例、刈谷市市

務

民館施設整備要綱

対象

事

者 市民 事業期間 ～

実施

業

方法 ■直営　■委託　

評

□指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

計

年度実績 ２９年度実績

名

３０年度実績 ３１年度

担

計画

・空調機取替 ・屋

当

上防水改修 ・屋上防水

部

改修 ・屋上防水改修
　

教

桜市民館 　中部、高津

育

波、高須市民館 　築地

部

、小山、半城土市民館

一

　泉田、一ツ木、元刈

般

谷市民
・外壁改修 ・外

会

壁改修 ・外壁改修 　館

計

　一里山、築地、小山

市

、桜、 　高須市民館 　

民

半城土市民館 ・外壁改

館

修
　西部市民館 ・駐車

施

場改修 ・駐車場改修 　

設

泉田、一ツ木、元刈谷

改

市民
　 　熊市民館 　中

修

部市民館 　館
※市民館

事

施設補修事業で実施 ・

業

大規模改造工事設計委

担

託 ・畳表替修繕
　西境

当

市民館 　井ケ谷、東境

課

、桜、中部、
　 　元刈

生

谷市民館
※市民館施設

涯

補修事業で実施
　公共

学

施設維持保全計画及び

習

指定管理者である各市

課

民館運営委員会との補

款

修箇所の協議に基づき

項

、施設又は設備の修繕

目

を

成果
行い、適切な施

担

設の維持管理を行った

当

。

　空調機については

係

、各市民館の建設年次

施

及び空調機の設置年次

設

からの経過年数を基に

係

取替計画を策定し、各

1

市民館運営

委員会から

0

の故障・不具合報告を

6

踏まえ、計画的に実施

1

する。今後、経年劣化により設備の不具合の



決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,446 13,728 13,526 15,311 合計 13,526,225 円
委託料 10,337,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 3,189,225 円

一般財源 13,446 13,728 13,526 15,311

職員人件費　② 5,627 4,808 2,855 3,251

総事業費（①＋②） 19,073 18,536 16,381 18,562

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 参

（

加・協働
施策体系

施策

平

の内容 地域活動の推進

成

目
　
　
　
的

　公民館活

３

動の運営を行い、地区

０

活動の活性

主
た
る
内
容

年

○公民館運営委託
化を

度

図り、社会教育の活性

評

化を目指す。 ○備品購

価

入補助
○公民館連絡協

）

議会補助

位
置
づ
け

関連

刈

計画  

根拠法令 地区公

谷

民館備品等整備事業補

市

助金交付要綱

対象者 市

事

民 事業期間 ～

実施方法

務

□直営　■委託　□指

事

定管理　■補助・助成

業

　□その他

評価シート （様式

Ｂ
　
事

１

　
業
　
実
　
績

２８年度

）

実績 ２９年度実績 ３０

会

年度実績 ３１年度計画

計

・公民館運営委託(2

名

3地区) ・公民館運営

担

委託(23地区) ・公

当

民館運営委託(23地

部

区) ・公民館運営委託

教

(23地区)
・公民館

育

備品購入補助（19 ・

部

公民館備品購入補助（

一

19 ・公民館備品購入

般

補助（20地 ・公民館

会

備品購入補助
地区） 地

計

区） 区） ・公民館連絡

公

協議会補助
・公民館連

民

絡協議会補助 ・公民館

館

連絡協議会補助 ・公民

運

館連絡協議会補助

　各

営

地区公民館へ事業委託

事

及び備品購入補助を行

業

い、公民館活動の活性

担

化を図った。

成果
　

　

当

各地区の特性を生かし

課

た活動が行えるような

生

支援を検討していく必

涯

要がある。

課題

指標名

学

称（単位）
実績値 目標

習

値

２８年度 ２９年度 ３

課

０年度 ３１年度 ３年度

款

活動 公民館活動事業数

項

（事業） 155 158

目

160 160 165
指

担

標
 

指標

他市との
比較

当

検証

係 推進係

10 6 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（


